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条 例 の あ ら ま し 

○ 緑のまちづくり条例の一部を改正する条例（第41号） 

  1  改正内容 

  (1) 名古屋市地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例（平 

   成 5 年名古屋市条例第41号）の一部改正に伴い、規定の整備を行います。 

   （第25条及び第25条の 2 関係） 

  (2) その他規定の整備を行います。（第12条、第36条の 2  及び第36条の 3  

   関係） 

  2  施行期日 

   平成21年10月31日から施行します。ただし、一部の規定は、公布の日か

ら施行します。 

 

○ 区役所支所の設置並びに名称及び所管区域に関する条例の一部を改正する

条例（第42号） 

 1  改正内容 

   土地区画整理事業による町の区域の設定に伴い、中川区役所富田支所の

所管区域を整理します。 

 2  施行期日 

   名古屋市戸田土地区画整理組合の施行地区に係る土地区画整理事業の換

地処分の公告があった日の翌日から施行します。 

 

○ 名古屋市建築基準法施行条例の一部を改正する条例（第43号） 

  1  改正内容 

   租税特別措置法（昭和32年法律第26号）の一部改正に伴い、規定の整理

を行います。（第17条関係） 

  2  施行期日 

公布の日から施行します。 

 
○ 名古屋市地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を

改正する条例（第44号） 
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  1  改正内容 

  (1) 地区計画等の区域内における建築物の緑化率の最低限度を定めること 

に伴い、規定の整備を行います。（第 1 条、第 8 条の 3 から第 8 条の 5  

及び第15条の 2 関係） 

  (2) 鳴海団地地区計画の変更並びに大井町地区計画及び徳重駅周辺地区計

画の決定に伴い、規定の整備を行います。（別表第 2 関係） 

  (3) その他規定の整理を行います。（第12条関係） 

  2  施行期日 

 平成21年10月31日から施行します。ただし、一部の規定は、公布の日か

ら施行します。 

 
○ 名古屋市立学校設置条例の一部を改正する条例（第45号） 

 1  改正内容 

   土地区画整理事業による町の区域の設定等に伴い、名古屋市立明正小学

校及び名古屋市立牧の池中学校の位置の表示を変更します。（別表関係） 

 2  施行期日 

別表小学校の表の改正規定は名古屋市戸田土地区画整理組合の施行地区

に係る土地区画整理事業の換地処分の公告があった日の翌日から、別表中

学校の表の改正規定は名古屋市梅森坂東土地区画整理組合の施行地区に係

る土地区画整理事業の換地処分の公告があった日の翌日から施行します。 

 

規 則 の あ ら ま し 

○ 名古屋市自転車等の放置の防止に関する条例施行細則の一部を改正する規

則（第86号） 

  1  改正内容 

   浄心駅、浅間町駅及び大江駅周辺に有料自転車駐車場を設置します。

（別表第 2 関係） 

  2  施行期日 

   平成21年 8 月 1 日から施行します。ただし、一部の規定は、平成21年 9  

  月 1 日から施行します。 
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○ 名古屋市児童福祉施設条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則 

  （第87号） 

  1  内容 

   名古屋市児童福祉施設条例の一部を改正する条例（平成21年名古屋市条

例第38号）の施行期日を平成21年 7 月25日と定めるものです。 

  2  施行期日 

   公布の日から施行します。 

 

○ 名古屋市会計規則の一部を改正する規則（第88号） 

1 改正内容 

   (1) 指定代理金融機関が取り扱う公金の収納及び支払の事務等について、 

   必要な事項を定めます。（附則関係） 

  (2) その他規定の整理を行います。（第 129 条及び第89号様式の 2 関係） 

2 施行期日 

公布の日から施行します。 

 

○ 名古屋市建築基準法等施行細則の一部を改正する規則（第89号） 

  1  改正内容 

(1) 建築基準法施行規則（昭和25年建設省令第40号）の一部改正に伴い、

規定の整備を行います。（第31条、第32条、別記目次及び第30号様式の

 3 関係） 

  (2) 租税特別措置法（昭和32年法律第26号）の一部改正に伴い、規定の整

理を行います。（第34条及び第32号様式関係） 

  (3) その他規定の整備を行います。（第17条、第31条、第35条及び別図 4 

関係） 

  2  施行期日 

 公布の日から施行します。ただし、一部の規定は、平成22年 4 月 1 日か

ら施行します。 
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○ 名古屋市コミュニティセンター条例の一部を改正する条例の一部の施行期

日を定める規則（第90号） 

 1  内容 

   名古屋市コミュニティセンター条例の一部を改正する条例（平成21年名

古屋市条例第39 号）の一部の施行期日を平成21 年 7 月25日と定めるもので

す。 

 2  施行期日 

   公布の日から施行します。 

 

達 の あ ら ま し 

○ 職員の勤務時間の特例等に関する規程の一部を改正する規程（第30号） 

 1  改正内容 

青少年交流プラザに勤務する職員の勤務時間の割振り等を改正します。 

（別表関係） 

  2  施行期日 

平成21年 7 月27日から施行します。 
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 緑のまちづくり条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

 

 

  平成21年 7 月22日 

 

 

 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

 

 

 

名古屋市条例第41号 

 

   緑のまちづくり条例の一部を改正する条例 

 

 緑のまちづくり条例（平成17年名古屋市条例第39号）の一部を次のように改 

正する。 

第12条に次の 1 号を加える。 

(5) 市民緑地に関する工事以外の工事により必要を生じた行為その他やむを 

 得ない行為で市長が認めるもの 

第25条中「増築をいう。以下同じ」を「増築をいう。第26条において同じ」 

に改め、同条に次の 1 項を加える。 

 2  前項の規定は、名古屋市地区計画等の区域内における建築物の制限に関す 

 る条例（平成 5 年名古屋市条例第41号。以下「地区計画条例」という。）第 

  8 条の 3 の規定による規制の対象となる建築物の新築又は増築の場合に準用 

 する。 

 第25条の 2 中「前条」を「前条第 1 項（同条第 2 項において準用する場合を 

含む。）」に、「又は第36条」を「若しくは第36条又は地区計画条例第 8 条の 
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 3 」に改める。 

 第36条の次に次の 2 条を加える。 

 （緑の保全及び創出に関する取組みの宣言） 

第36条の 2  市長は、市民及び事業者による緑の保全及び創出に関する取組み

の宣言を承認し、当該宣言に基づいて行われる取組みに関し必要な助言を行

うことができる。 

 （緑化施設の評価） 

第36条の 3  市長は、現に緑化施設を設置し、又は設置しようとする者の申請

に基づき、当該緑化施設の内容について評価を行い、その結果を認定するこ

とができる。 

 

   附 則 

この条例は、平成21年10月31日から施行する。ただし、第12条に 1 号を加え

る改正規定及び第36条の次に 2 条を加える改正規定は、公布の日から施行する。 
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区役所支所の設置並びに名称及び所管区域に関する条例の一部を改正する条 

例をここに公布する。 

 

 

 

平成 21 年 7 月24 日 

 

 

名古屋市長  河  村  た か し 

 

 

 

名古屋市条例第42号 

 

区役所支所の設置並びに名称及び所管区域に関する条例の一部を 

改正する条例 

 

区役所支所の設置並びに名称及び所管区域に関する条例（昭和30年名古屋市 

条例第11号）の一部を次のように改正する。 

本則の表中川区役所富田支所の項所管区域の欄中「及び新家三丁目」を「、 

新家三丁目、戸田明正一丁目、戸田明正二丁目及び戸田明正三丁目」に改める。 

 

附 則 

 この条例は、名古屋市戸田土地区画整理組合の施行地区に係る土地区画整理

事業の換地処分の公告があった日の翌日から施行する。 
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 名古屋市建築基準法施行条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

 

 

  平成21年 7 月24日 

 

 

 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

 

 

 

名古屋市条例第43号 

 

   名古屋市建築基準法施行条例の一部を改正する条例 

 

 名古屋市建築基準法施行条例（平成12年名古屋市条例第40号）の一部を次の

ように改正する。 

第17条第41号中「第31条の 2 第 2 項第16号ニ」を「第31条の 2 第 2 項第15号

ニ」に、「第62条の 3 第 4 項第16号ニ」を「第62条の 3 第 4 項第15号ニ」に改

める。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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 名古屋市地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改

正する条例をここに公布する。 

 

 

 

  平成21年 7 月24日 

 

 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

 

 

 

名古屋市条例第44号 

 

   名古屋市地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例 

   の一部を改正する条例 

 

 名古屋市地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例（平成 5 年

名古屋市条例第41号）の一部を次のように改正する。 

 第 1 条中「第68条の 2 第 1 項」の次に「及び都市緑地法（昭和48年法律第72

号）第39条第 1 項」を加える。 

 第 8 条の 2 の次に次の 3 条を加える。 

 （建築物の緑化率の最低限度） 

第 8 条の 3  敷地面積が30平方メートル以上の建築物の新築又は増築をしよう 

とする者は、当該建築物の緑化率（都市緑地法第34条第 2 項に規定する緑化 

率をいう。以下同じ。）を、対象区域内においては、計画地区の区分に応じ、 

それぞれ別表第 2 右欄の緑化率の最低限度の項に掲げる数値以上としなけれ 

ばならない。当該新築又は増築をした建築物の維持保全をする者についても、 

同様とする。 
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 2  前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物については、適用し 

ない。 

(1) この条例の建築物の緑化率の最低限度に関する規定（以下この項におい 

て「当該規定」という。）の施行又は適用の日において既に新築又は増築 

の工事に着手していた建築物 

(2) 増築後の建築物の床面積の合計が当該規定の施行又は適用の日における 

当該建築物の床面積の合計の1 . 2倍を超えないもの 

(3) その敷地の周囲に広い緑地を有する建築物であって、良好な都市環境の 

形成に支障を及ぼすおそれがないと認めて市長が許可したもの 

(4) 学校その他の建築物であって、その用途によってやむを得ないと認めて 

市長が許可したもの 

(5) その敷地の全部又は一部ががけ地である建築物その他の建築物であって、 

その敷地の状況によってやむを得ないと認めて市長が許可したもの 

 3  市長は、前項第 3 号から第 5 号までに規定する許可の申請があった場合に 

おいて、良好な都市環境を形成するため必要があると認めるときは、許可に 

必要な条件を付することができる。 

 4  建築物の敷地が対象区域の内外にわたる場合においては、この条例で定め 

られた建築物の緑化率の最低限度を、当該建築物の対象区域内にある部分に 

係る都市緑地法第35条第 1 項、第 2 項又は第 6 項の規定による建築物の緑化 

率の限度とみなして、同条第 7 項の規定を適用する。 

 5  建築物の敷地が第 1 項の規定による建築物の緑化率に関する制限を受ける 

計画地区の 2 以上にわたる場合においては、当該建築物の緑化率は、同項の 

規定による当該計画地区内の建築物の緑化率の限度にその敷地の当該計画地 

区内にある各部分の面積の敷地面積に対する割合を乗じて得たものの合計以 

上でなければならない。 

（違反建築物に対する措置） 

第 8 条の 4  市長は、前条（第 3 項を除く。）の規定又は同項の規定により許 

可に付された条件に違反している事実があると認めるときは、当該建築物の 

新築若しくは増築又は維持保全をする者に対して、相当の期限を定めて、そ 

の違反を是正するために必要な措置をとるべき旨を命ずることができる。 
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 2  国又は地方公共団体（港湾法（昭和25年法律第2 1 8号）に規定する港務局 

を含む。以下この項において同じ。）の建築物については、前項の規定は、 

適用しない。この場合において、市長は、国又は地方公共団体の建築物が前 

条（第 3 項を除く。）の規定又は同条第 3 項の規定により許可に付された条 

件に違反している事実があると認めるときは、その旨を当該建築物を管理す 

る機関の長に通知し、前項に規定する措置をとるべき旨を要請しなければな 

らない。 

 （報告及び立入検査） 

第 8 条の 5  市長は、前条の規定の施行に必要な限度において、敷地面積が30 

平方メートル以上の建築物の新築若しくは増築又は維持保全をする者に対し、 

当該建築物につき、当該建築物の緑化率の最低限度（第 8 条の 3 第 1 項、第 

 4 項若しくは第 5 項の規定により当該建築物に適用される緑化率の最低限度 

又は同条第 3 項の規定により許可の条件として付された緑化率の最低限度を 

いう。）に関する基準への適合若しくは緑化施設の管理に関する事項に関し 

報告させ、又はその職員に、当該建築物若しくはその敷地若しくはそれらの 

工事現場に立ち入り、当該建築物、緑化施設及びこれに使用する建築材料並 

びに設計図書その他の関係書類を検査させることができる。 

 2  前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、 

関係人の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

 3  第 1 項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたもの 

 と解釈してはならない。 

 第12条を次のように改める。 

 （一の敷地とみなすことによる制限の特例） 

第12条 法第86条第 1 項から第 4 項まで（これらの規定を法第86条の 2 第 8 項 

において準用する場合を含む。）の規定により一の敷地とみなされる一団地 

又は一定の一団の土地の区域内の建築物については、当該一団地又は区域を 

当該建築物の一の敷地とみなして第 4 条から第 5 条まで、第 7 条、第 8 条及

び第 8 条の 3 の規定を適用する。 

 第15条の次に次の 1 条を加える。 

第15条の 2  次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金に処する。 
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 (1) 第 8 条の 4 第 1 項の規定による命令に違反した者 

 (2) 第 8 条の 5 第 1 項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、 

又は同項の規定による立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

 別表第 2 鳴海団地地区整備計画区域の項中 

高さの最高

限度 

 1 建築物の各部分から地区計画の区域の境界線

（地区施設（区画道路に限る。次号において同 

じ。）の境界線に一致する部分を除く。）までの 

水平距離に1.25を乗じて得たものに10メートルを 

加えた数値 

 2  建築物の各部分から地区計画の区域の境界線

（地区施設の境界線に一致する部分に限る。）ま

での水平距離に1.25を乗じて得たものに 5 メート

ルを加えた数値 

  

高さの最高

限度 

次の各号に定める数値。ただし、法第 3 条第 2 項 

の規定により第 8 条の規定の適用を受けない建築物 

について、増築若しくは改築をする場合で、その増 

築若しくは改築に係る部分の高さが次の各号に定め 

る数値以下であるとき又は大規模の修繕若しくは大 

規模の模様替をするときは、法第 3 条第 3 項第 3 号

及び第 4 号の規定にかかわらず、この限りでない 

 1  建築物の各部分から地区計画の区域の境界線 

（地区施設（区画道路に限る。次号において同 

じ。）の境界線に一致する部分を除く。）までの

水平距離に1.25を乗じて得たものに10メートルを

加えた数値 

 2  建築物の各部分から地区計画の区域の境界線 

（地区施設の境界線に一致する部分に限る。）ま

での水平距離に1.25を乗じて得たものに 5 メート

ルを加えた数値 

を 

」 

に、 

」 

「 

「 

。 
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用途の制限店舗又は飲食店の用途に供するものでその用途に供 

する部分の床面積の合計が50平方メートルを超える 

もの 

建ぺい率の

最高限度 

10分の 6  

敷地面積の

最低限度 

1 6 0平方メートル 

壁面の位置

の制限 

 外壁等の面から道路境界線及び地区計画の区域の 

境界線までの距離は 1 メートル以上、隣地境界線ま 

での距離は0 . 5メートル以上であること。ただし、 

それぞれの距離に満たない距離にある建築物又は建 

築物の部分が次の各号のいずれかに該当する場合は、 

この限りでない。 

 1  外壁等の中心線の長さの合計が 3 メートル以下

であること。 

 2  物置その他これに類する用途に供し、軒の高さ

が2 . 3メートル以下で、かつ、床面積の合計が 5 

平方メートル以内であること。 

低層

住宅

地区 

高さの最高

限度  

 1  建築物の各部分から地区計画の区域の境界線ま 

での真北方向の水平距離に1 . 5分の 1 を乗じて得 

たものに 5 メートルを加えた数値 

 2  10メートル 

 

用途の制限 店舗又は飲食店の用途に供するものでその用途に供 

する部分の床面積の合計が50平方メートルを超える 

もの 

建ぺい率の 

最高限度 

10分の 6  

低層

住宅

地区

( A ) 

敷地面積の 1 6 0平方メートル 

」 

を 

「 

「 
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最低限度 

壁面の位置 

の制限 

 外壁等の面から道路境界線及び地区計画の区域の 

境界線までの距離は 1 メートル以上、隣地境界線ま 

での距離は0 . 5メートル以上であること。ただし、 

それぞれの距離に満たない距離にある建築物又は建 

築物の部分が次の各号のいずれかに該当する場合は、 

この限りでない。 

 1  外壁等の中心線の長さの合計が 3 メートル以下

であること。 

 2  物置その他これに類する用途に供し、軒の高さ

が2 . 3メートル以下で、かつ、床面積の合計が 5 

平方メートル以内であること。 

 

高さの最高 

限度 

 1  建築物の各部分から地区計画の区域の境界線ま 

での真北方向の水平距離に1 . 5分の 1 を乗じて得 

たものに 5 メートルを加えた数値 

 2  10メートル 

用途の制限 店舗又は飲食店の用途に供するものでその用途に供 

する部分の床面積の合計が50平方メートルを超える 

もの 

建ぺい率の 

最高限度 

10分の 5  

敷地面積の 

最低限度 

1 6 0平方メートル 

低層

住宅

地区 

( B ) 

壁面の位置 

の制限 

 外壁等の面から道路境界線、地区施設（区画道路 

 1 号に限る。以下この項において同じ。）の境界線

及び地区計画の区域の境界線までの距離は 1 メート

ル以上（敷地内に歩行者専用通路 1 号がある場合に

あっては、地区施設の境界線までの距離は 3 メート

ル以上）、隣地境界線までの距離は0 . 5メートル以

上であること。ただし、それぞれの距離に満たない

 

 
に改め、
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距離にある建築物又は建築物の部分が次の各号のい

ずれかに該当する場合は、この限りでない。 

 1  外壁等の中心線の長さの合計が 3 メートル以下

であること。 

 2  物置その他これに類する用途に供し、軒の高さ 

が2 . 3メートル以下で、かつ、床面積の合計が 5 

平方メートル以内であること。 

 

高さの最高 

限度 

次の各号に定める数値。ただし、法第 3 条第 2 項 

の規定により第 8 条の規定の適用を受けない建築物

について、増築若しくは改築をする場合で、その増

築若しくは改築に係る部分の高さが次の各号に定め

る数値以下であるとき又は大規模の修繕若しくは大

規模の模様替をするときは、法第 3 条第 3 項第 3 号

及び第 4 号の規定にかかわらず、この限りでない 

 1  建築物の各部分から地区計画の区域の境界線ま 

での真北方向の水平距離に1 . 5分の 1 を乗じて得 

たものに 5 メートルを加えた数値 

 2  10メートル 

 

同表大井町地区整備計画区域の項中 

壁面の位置

の制限 

 1  外壁等の面から道路境界線までの距離は、都市 

計画道路 3 ・ 2 ・42大津町線については1 . 5メー 

トル以上、都市計画道路 3 ・ 1 ・1 4 4山王線（都 

市計画道路 3 ・ 2 ・42大津町線とのすみ切り部分 

を含む。）及び名古屋市道前津通については 1 メ 

ートル以上であること。 

 2  外壁等の面から隣地境界線までの距離は 4 メー 

トル以上であること。 

 

壁面の位置 1  外壁等の面から道路境界線までの距離は、都市 

」 

」 

を 

「 

。

「 
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の制限 計画道路 3 ・ 2 ・42大津町線については1 . 5メー 

トル以上、都市計画道路 3 ・ 1 ・1 4 4山王線（都 

市計画道路 3 ・ 2 ・42大津町線とのすみ切り部分 

を含む。）及び名古屋市道前津通については 1 メ 

ートル以上であること。 

 2  外壁等の面から隣地境界線までの距離は 4 メー 

トル以上であること。 

緑化率の最

低限度 

10分の 2  

 

同表徳重駅周辺地区整備計画区域の項中 

高さの最高

限度 

次の各号に定める数値。ただし、都市計画道路 3  

・ 2 ・1 6 3名古屋岡崎線又は都市計画道路 3 ・ 4 ・ 

1 7 1名古屋春木線から30メートル以内の地域につい 

ては、この限りでない。 

 1  31メートル 

 2  建築物の各部分から前面道路の反対側の境界線 

又は隣地境界線までの真北方向の水平距離が 8 メ 

ートル以下の範囲内にあっては、当該水平距離に 

1.25を乗じて得たものに10メートルを加えた数値 

 3  前号に掲げる水平距離が 8 メートルを超える範 

囲にあっては、当該水平距離と 8 メートルとの差 

に1 . 5分の 1 を乗じて得たものに20メートルを加 

えた数値 

 

高さの最高

限度 

次の各号に定める数値。ただし、都市計画道路 3  

・ 2 ・1 6 3名古屋岡崎線又は都市計画道路 3 ・ 4 ・ 

1 7 1名古屋春木線から30メートル以内の地域につい 

ては、この限りでない。 

 1  31メートル 

を 

」 

「 

「 

」 

に改め、 
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 2  建築物の各部分から前面道路の反対側の境界線 

又は隣地境界線までの真北方向の水平距離が 8 メ 

ートル以下の範囲内にあっては、当該水平距離に 

1.25を乗じて得たものに10メートルを加えた数値 

 3  前号に掲げる水平距離が 8 メートルを超える範 

囲にあっては、当該水平距離と 8 メートルとの差 

に1 . 5分の 1 を乗じて得たものに20メートルを加 

えた数値 

緑化率の最

低限度 

10分の 2 。ただし、都市計画道路 3 ・ 2 ・1 6 3名古 

屋岡崎線又は都市計画道路 3 ・ 4 ・1 7 1名古屋春木 

線から30メートル以内の地域については、この限り 

でない。 

 

高さの最高

限度 

次の各号に定める数値。ただし、都市計画道路 3  

・ 2 ・1 6 3名古屋岡崎線から30メートル以内の地域 

については、この限りでない。 

 1  31メートル 

 2  建築物の各部分から前面道路の反対側の境界線 

又は隣地境界線までの真北方向の水平距離が 8 メ 

ートル以下の範囲内にあっては、当該水平距離に 

1.25を乗じて得たものに10メートルを加えた数値 

 3  前号に掲げる水平距離が 8 メートルを超える範 

囲にあっては、当該水平距離と 8 メートルとの差 

に1 . 5分の 1 を乗じて得たものに20メートルを加 

えた数値 

 

高さの最高

限度 

次の各号に定める数値。ただし、都市計画道路 3  

・ 2 ・1 6 3名古屋岡崎線から30メートル以内の地域 

については、この限りでない。 

 1  31メートル 

に、 

」 

を 

」 

「 

「 
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 2  建築物の各部分から前面道路の反対側の境界線 

又は隣地境界線までの真北方向の水平距離が 8 メ

ートル以下の範囲内にあっては、当該水平距離に

1.25を乗じて得たものに10メートルを加えた数値 

 3  前号に掲げる水平距離が 8 メートルを超える範 

囲にあっては、当該水平距離と 8 メートルとの差 

に1 . 5分の 1 を乗じて得たものに20メートルを加 

えた数値 

緑化率の最

低限度 

10分の 2 。ただし、都市計画道路 3 ・ 2 ・1 6 3名古 

屋岡崎線から30メートル以内の地域については、こ 

の限りでない。 

 

壁面の位置

の制限 

 

外壁等の面から道路境界線までの距離は1 . 5メー 

トル以上、隣地境界線までの距離は 1 メートル以上 

であること。ただし、それぞれの距離に満たない距 

離にある建築物又は建築物の部分が次の各号のいず 

れかに該当する場合は、この限りでない。 

 1  外壁等の中心線の長さの合計が 3 メートル以下 

であること。 

 2  物置その他これに類する用途に供し、軒の高さ 

が2 . 3メートル以下で、かつ、床面積の合計が 5  

平方メートル以内であること。 

 3  都市計画道路 3 ・ 4 ・1 7 1名古屋春木線から20 

メートル以内であること。 

 

壁面の位置 

の制限 

 

外壁等の面から道路境界線までの距離は1 . 5メー 

トル以上、隣地境界線までの距離は 1 メートル以上 

であること。ただし、それぞれの距離に満たない距 

離にある建築物又は建築物の部分が次の各号のいず 

れかに該当する場合は、この限りでない。 

に、

」 

を 

」 

「 

「 
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 1  外壁等の中心線の長さの合計が 3 メートル以下 

であること。 

 2  物置その他これに類する用途に供し、軒の高さ 

が2 . 3メートル以下で、かつ、床面積の合計が 5  

平方メートル以内であること。 

 3  都市計画道路 3 ・ 4 ・1 7 1名古屋春木線から20 

メートル以内であること。 

緑化率の最 

低限度 

 

10分の2 . 5。ただし、都市計画道路 3 ・ 4 ・1 7 1名 

古屋春木線から20メートル以内の地域については、 

この限りでない。 

                              

 

   附 則 

 この条例は、平成21年10月31日から施行する。ただし、別表第 2 の改正規定

（鳴海団地地区整備計画区域の項に係る部分に限る。）は、公布の日から施行

する。 

に改める。

」 
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 名古屋市立学校設置条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

 

 

  平成21 年 7 月24 日 

 

 

 

名古屋市長  河  村  た か し  

 

 

 

名古屋市条例第45 号 

 

   名古屋市立学校設置条例の一部を改正する条例 

 

名古屋市立学校設置条例（昭和37 年名古屋市条例第29 号）の一部を次のよう 

に改正する。 

別表小学校の表中 

「 名古屋市立明正小学校  名古屋市中川区富田町大字戸田字西立切 

1 番地の 1               」 

「｜名古屋市立明正小学校 ｜名古屋市中川区戸田明正三丁目1001番地｜」に 

改める。                                                               

 別表中学校の表中 

「｜名古屋市立牧の池中学校｜名古屋市名東区梅森坂一丁目4 0 1  番地  ｜」 

「｜名古屋市立牧の池中学校｜名古屋市名東区梅森坂一丁目2504番地 ｜」に 

改める。                                                                   

 

附 則 

を 

を 

22



 この条例中別表小学校の表の改正規定は名古屋市戸田土地区画整理組合の施

行地区に係る土地区画整理事業の換地処分の公告があった日の翌日から、別表

中学校の表の改正規定は名古屋市梅森坂東土地区画整理組合の施行地区に係る

土地区画整理事業の換地処分の公告があった日の翌日から施行する。 
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 名古屋市自転車等の放置の防止に関する条例施行細則の一部を改正する規則 

をここに公布する。 

 

 

 

  平成21年 7 月22日 

 

 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

 

 

 

名古屋市規則第86号 

 

   名古屋市自転車等の放置の防止に関する条例施行細則の一部を改 

   正する規則 

 

 名古屋市自転車等の放置の防止に関する条例施行細則（昭和63年名古屋市規 

則第 103 号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表第 2 中 

「 

庄内通第三自転車駐車場 名古屋市西区鳥見町 4 丁目81番 1 を 

」 

「 

庄内通第三自転車駐車場 名古屋市西区鳥見町 4 丁目81番 1 

浄心第一自転車駐車場 名古屋市西区花の木三丁目18番 

浄心第二自転車駐車場 名古屋市西区浄心一丁目 2 番  

 

 

 

に、 
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浄心西自転車駐車場 名古屋市西区浄心一丁目 102 番 1 

浅間町第一自転車駐車場 名古屋市西区新道一丁目 2 番 

浅間町第二自転車駐車場 名古屋市西区浅間二丁目18番 

                                  」 

「 

笠寺第二自転車駐車場 名古屋市南区浜中町 2 丁目 3 番 6 を 

」 

「 

笠寺第二自転車駐車場 名古屋市南区浜中町 2 丁目 3 番 6 

大江第一自転車駐車場 名古屋市南区加福本通 2 丁目11番 1 

大江第二自転車駐車場 名古屋市南区加福本通 2 丁目45番 

大江第三自転車駐車場 名古屋市南区加福本通 1 丁目11番 1 

に 

」 

改める。 

 

   附 則 

 この規則は、平成21年 8 月 1 日から施行する。ただし、別表第 2 の改正規定

中庄内通第三自転車駐車場の項を改める部分は、平成21年 9 月 1 日から施行す

る。 
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 名古屋市児童福祉施設条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則を 

ここに公布する。 

 

 

 

  平成21年 7 月22日 

 

 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

 

 

 

名古屋市規則第87号 

 

   名古屋市児童福祉施設条例の一部を改正する条例の施行期日を定 

   める規則 

 

 名古屋市児童福祉施設条例の一部を改正する条例（平成21年名古屋市条例第 

38号）の施行期日は、平成21年 7 月25日とする。 

 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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 名古屋市会計規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

 

 

  平成21年 7 月24日 

 

 

 

                 名古屋市長  河  村  た か し  

 

 

 

名古屋市規則第88号 

 

   名古屋市会計規則の一部を改正する規則 

 

 名古屋市会計規則（昭和39年名古屋市規則第 5 号）の一部を次のように改正 

する。 

  

 第 129 条第 2 項第 8 号中「不動産」を「財産」に改める。 

 附則に次の 2 項を加える。 

9  当分の間、令第 168 条第 3 項の規定に基づき市長の指定した指定代理金融 

 機関において、公金の収納及び支払の事務の一部を取り扱わせることができ

る。この場合において、指定代理金融機関の公金の収納の事務にあっては収 

納代理金融機関の例により、指定代理金融機関の公金の支払の事務にあって 

は指定金融機関の例による。 

10 前項前段の場合における第12条から第14条までの規定の適用については、 

第12条中「という。）」とあるのは ｢ という。）並びに指定代理金融機関」

と、第13条第 2 項中「収納代理金融機関からの振替金」とあるのは「指定代 
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理金融機関及び収納代理金融機関からの振替金並びに指定代理金融機関の本

店又は支店で取り扱った支払金」と、第14条中「指定金融機関等」とあるの

は「指定金融機関等及び指定代理金融機関」と、同条第 1 号中「収納代理金

融機関」とあるのは「指定代理金融機関及び収納代理金融機関」とする。 

第89号様式の 2 中「不動産」を「財産」に改める。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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 名古屋市建築基準法等施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

 

 

  平成21年 7 月24日 

 

 

 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

 

 

 

名古屋市規則第89号 

 

   名古屋市建築基準法等施行細則の一部を改正する規則 

 

 名古屋市建築基準法等施行細則（平成12年名古屋市規則第85号）の一部を次

のように改正する。 

 第17条第 4 号中「12パーセント」を「 9 パーセント」に改め、同条第 8 号イ

中「及び第 2 種低層住居専用地域内にあっては1 3 0平方メートル以上」を「、

第 2 種低層住居専用地域」に改める。 

 第31条第 2 項中「午後 1 時」を「午後 0 時45分」に改め、同条第 4 項中「第

11条の 4 第 1 項」を「第11条の 4 第 1 項（第 7 号を除く。）」に改め、同項に

次の 1 号を加える。  

 (3) 指定道路調書にあっては、指定道路調書閲覧申請書（別記第30号様式の

 3 ） 

 第32条第 4 号中「又は工作物」を「、工作物又は道路」に改める。 

 第34条第 1 項中「第31条の 2 第 2 項第16号ニ若しくは第62条の 3 第 4 項第16

号ニ」を「第31条の 2 第 2 項第15号ニ若しくは第62条の 3 第 4 項第15号ニ」に 
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改め、同項第 1 号中「第 6 条第 1 項」の次に「又は第 6 条の 2 第 1 項」を加え、 

「並びに法第 7 条第 5 項の規定による検査済証」を削る。 

 第35条第 1 項第 1 号及び第 2 項第 1 号中「第 6 条第 1 項」の次に「又は第 6 

条の 2 第 1 項」を加える。 

 別図 4 を次のように改める。 
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別図 4    

 （その 1 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （その 2 ）             （その 3 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （その 4 ）             （その 5 ） 
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                                「第30 

                                 第30 

号様式の 2  定期調査報告概要書等閲覧申請書 

号様式の 3  指定道路調書閲覧申請書    」 

 別記第30号様式の 2 の次に次の 1 様式を加える。 

別記目次中「第30号様式の 2  定期調査報告概要書等閲覧申請書」を

に改める。 
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第30号様式の 3  

指 定 道 路 調 書 閲 覧 申 請 書 

                               年  月  日 

 （あて先）名古屋市長 

 

             申請者 住 所 

                 氏 名              

                 （法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名） 

 

 名古屋市建築基準法等施行細則第31条第 4 項の規定により、下記の指定道路について 

指定道路調書の閲覧を申請します。 

 

記 

指 定 道 路 の 位 置 

 

指定年月日及び番号 

 

※ 受 付 欄         ※ 備 考 

  

※ 処 理 番 号 第     号 ※ 処理年月日   年 月 日 

  注 ※印のある欄は、記入しないでください。 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ 4 とする。 
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 別記第32号様式表面注 3 の項を削り、注 4 の項を注 3 の項とし、注 5 の項を

注 4 の項とし、注 6 の項中「第31条の 2 第 2 項第16号ニ又は第62条の 3 第 4 項

第16号ニ」を「第31条の 2 第 2 項第15号ニ又は第62条の 3 第 4 項第15号ニ」に

改め、同項を注 5 の項とし、同様式別紙注中「第31条の 2 第 2 項第16号ニ又は

第62条の 3 第 4 項第16号ニ」を「第31条の 2 第 2 項第15号ニ又は第62条の 3 第

 4 項第15号ニ」に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

 1  この規則は、公布の日から施行する。ただし、第17条第 4 号及び第 8 号イ、 

第31条第 4 項、第32条第 4 号並びに別記目次の改正規定並びに別記第30号様

式の 2 の次に 1 様式を加える改正規定は、平成22年 4 月 1 日から施行する。 

 （経過措置） 

 2  この規則の施行の際現にこの規則による改正前の名古屋市建築基準法等施 

行細則（以下「旧規則」という。）の規定に基づいて道路の位置の指定を申

請している者に対する規定の基準については、この規則による改正後の名古

屋市建築基準法等施行細則（以下「新規則」という。）の規定にかかわら

ず、なお従前の例による。 

 3  この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて提出されている申請書は、 

新規則の規定に基づいて提出されたものとみなす。 

 4  この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて作成されている用紙は、

新規則の規定にかかわらず、当分の間、修正して使用することができる。 
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名古屋市コミュニティセンター条例の一部を改正する条例の一部の施行期日

を定める規則をここに公布する。 

 

 

 

  平成21年 7 月24 日 

   

 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

 

 

 

名古屋市規則第90 号 

 

   名古屋市コミュニティセンター条例の一部を改正する条例の一部 

   の施行期日を定める規則 

 

 名古屋市コミュニティセンター条例の一部を改正する条例（平成21年名古屋

市条例第39 号）中別表の改正規定のうち名古屋市明正コミュニティセンターの

項を改める部分の施行期日は、平成21年 7 月25日とする。 

 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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名古屋市告示第 358  号 

 

   土地区画整理に伴う町の区域の設定及び変更 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第 260  条第 1 項の規定により、本市名東 

区の別図第 1 の区域において、平成21年 8 月22日から、次のとおり町の区域の 

変更をする旨、名古屋市長から届出がありましたので、同条第 2 項及び愛知県 

事務処理特例条例（平成11年愛知県条例第55号）の規定により告示します。 

 

  平成21年 7 月22日 

 

名古屋市長  河  村  た か し 

 

区域を変更する町の名称及びその区域 

1   名称 

梅森坂一丁目及び梅森坂三丁目 

2   区域 

別図第 2 のとおり 

 

名古屋市市民経済局地域振興部住居表示課 
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名古屋市告示第3 5 9号 

 

   建築協定への加入 

 

 建築基準法（昭和25年法律第2 0 1号）第75条の 2 第 2 項の規定により、次の

とおり建築協定への加入がありましたので、同条第 4 項において準用する同法

第73条第 2 項の規定により告示します。 

また、同法第75条の 2 第 4 項において準用する同法第73条第 3 項の規定によ

り建築協定書を一般の縦覧に供します。 

 

  平成21年  7  月22日 

 

名古屋市長  河  村  た か し  

 

 1  建築協定地区の名称 

  徳川一丁目前ノ町地区建築協定 

 2  新たに協定区域となった土地及び協定区域となった日 

 3  縦覧場所 

  名古屋市中区三の丸三丁目 1 番 1 号 

  名古屋市住宅都市局建築指導部建築指導課（名古屋市役所西庁舎 2 階） 

 4  縦覧日時 

  名古屋市の休日を定める条例（平成 3 年名古屋市条例第36号）第 2 条第 1 

項に規定する本市の休日以外の日の午前 8 時45分から午後 5 時15分まで。た

だし、正午から午後 0 時45分までは除きます。 

名古屋市住宅都市局建築指導部建築指導課 

新たに協定区域となった土地 協定区域となった日 

名古屋市東区徳川一丁目9 0 9番 5 平成21年 7 月 9 日 
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名古屋市告示第 360 号 

 

      市議会の議決を経た予算の要領 

       

  地方自治法（昭和22年法律第67号）第 219  条第 2 項の規定により、平成21年 

 7 月 7 日本市市議会の議決を経た予算の要領を次のとおり公表します。 

     

    平成21年 7 月23日 

        

                                  名古屋市長  河  村  た か し  

     

 1   平成21年度名古屋市一般会計補正予算（第 2 号） 

 2   平成21年度名古屋市国民健康保険特別会計補正予算（第 1 号） 

 3   平成21年度名古屋市公債特別会計補正予算（第 1 号） 

 4   平成21年度名古屋市病院事業会計補正予算（第 1 号） 

 5   平成21年度名古屋市水道事業会計補正予算（第 1 号） 

 6   平成21年度名古屋市下水道事業会計補正予算（第 1 号） 

 

                                    

                      名古屋市財政局財政部財政課 
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,
4
1
4
 
 

3
1
,
2
1
1
,
0
2
1
 
 

2
1
6
,
3
8
9
,
2
6
0
 
 

3
2
3
,
9
8
6
 
 

2
1
6
,
7
1
3
,
2
4
6
 
 

5
2
,
2
7
5
,
4
0
3
 
 

1
4
9
,
2
0
7
 
 

5
2
,
4
2
4
,
6
1
0
 
 

4
5
,
1
3
7
,
7
9
2
 
 

1
8
,
5
0
0
 
 

4
5
,
1
5
6
,
2
9
2
 
 

5
8
,
0
0
1
,
7
0
6
 
 

1
1
1
,
9
4
0
 
 

5
8
,
1
1
3
,
6
4
6
 
 

2
1
,
9
8
0
,
0
0
1
 
 

2
8
,
5
8
9
 
 

2
1
,
9
5
1
,
4
1
2
 
 

7
,
2
2
4
,
4
5
7
 
 

7
2
,
9
2
8
 
 

7
,
2
9
7
,
3
8
5
 
 

9
8
,
5
1
5
,
0
3
9
 
 

2
,
6
5
6
,
1
0
6
 
 

1
0
1
,
1
7
1
,
1
4
5
 
 

9
8
,
5
1
5
,
0
3
9
 
 

2
,
6
5
6
,
1
0
6
 
 

1
0
1
,
1
7
1
,
1
4
5
 
 

4
2
,
7
3
6
,
9
0
4
 
 

3
3
2
,
4
3
8
 
 

4
3
,
0
6
9
,
3
4
2
 
 

6
,
6
1
9
,
8
2
8
 
 

1
5
0
,
5
0
0
 
 

6
,
7
7
0
,
3
2
8
 
 

3
6
,
1
1
7
,
0
7
6
 
 

1
8
1
,
9
3
8
 
 

3
6
,
2
9
9
,
0
1
4
 
 

1
1
0
,
1
6
8
,
6
2
4
 
 

8
7
5
,
0
0
0
 
 

1
1
1
,
0
4
3
,
6
2
4
 
 

3
,
4
6
4
,
2
6
0
 
 

6
8
0
,
0
0
0
 
 

4
,
1
4
4
,
2
6
0
 
 

7
9
,
8
5
1
,
9
8
4
 
 

1
2
3
,
0
0
0
 
 

7
9
,
9
7
4
,
9
8
4
 
 

2
,
7
4
3
,
2
1
9
 
 

7
2
,
0
0
0
 
 

2
,
8
1
5
,
2
1
9
 
 

7
0
,
0
0
3
,
2
5
6
 
 

3
,
4
6
7
,
7
0
0
 
 

7
3
,
4
7
0
,
9
5
6
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既
提

出
の

額
千

円
千

円
計

千
円

2
道

路
橋

り
よ

う
費

 

3
街

路
費

 

4
治

水
費

 

5
緑

政
費

 

8
住

宅
都

市
費

 

1
都

市
計

画
費

 

9
消

防
費

 

1
消

防
費

 

1
0

教
育

費
 

1
教

育
総

務
費

 

2
小

学
校

費
 

3
中

学
校

費
 

4
高

等
学

校
費

 

5
幼

稚
園

費
 

6
特

別
支

援
学

校
費

 

1
0

体
育

費
  

2
5
,
2
4
7
,
3
6
4
 
 

2
,
5
4
3
,
7
0
0
 
 

2
7
,
7
9
1
,
0
6
4
 
 

9
,
8
1
5
,
4
2
8
 
 

－
 
 

9
,
8
1
5
,
4
2
8
 
 

5
,
7
2
7
,
3
3
9
 
 

6
2
4
,
0
0
0
 
 

6
,
3
5
1
,
3
3
9
 
 

1
7
,
7
9
6
,
6
7
3
 
 

3
0
0
,
0
0
0
 
 

1
8
,
0
9
6
,
6
7
3
 
 

6
1
,
4
6
6
,
1
8
4
 
 

1
,
2
3
7
,
0
0
0
 
 

6
2
,
7
0
3
,
1
8
4
 
 

3
4
,
1
9
7
,
0
6
4
 
 

1
,
2
3
7
,
0
0
0
 
 

3
5
,
4
3
4
,
0
6
4
 
 

3
2
,
3
7
5
,
9
9
4
 
 

9
7
5
,
3
2
2
 
 

3
3
,
3
5
1
,
3
1
6
 
 

3
2
,
3
7
5
,
9
9
4
 
 

9
7
5
,
3
2
2
 
 

3
3
,
3
5
1
,
3
1
6
 
 

8
8
,
4
4
6
,
7
2
7
 
 

2
0
,
6
0
2
,
4
6
5
 
 

5
,
0
6
1
,
8
6
3
 
 

2
5
,
6
6
4
,
3
2
8
 
 

7
,
8
5
7
,
7
8
5
 
 

2
4
,
0
0
0
 
 

7
,
8
8
1
,
7
8
5
 
 

9
,
9
2
7
,
6
8
1
 
 

1
2
,
6
5
6
,
3
5
2
 
 

7
8
,
4
8
0
 
 

1
2
,
7
3
4
,
8
3
2
 
 

1
,
0
0
7
,
3
4
1
,
1
7
8
 
 

1
,
9
3
3
,
7
5
6
 
 

2
8
,
2
4
8
 
 

1
,
9
6
2
,
0
0
4
 
 

4
,
6
9
2
,
2
0
3
 
 

4
,
0
0
0
 
 

4
,
6
9
6
,
2
0
3
 
 

8
8
4
,
5
9
2
 
 

7
6
9
,
8
9
2
 
 

1
1
4
,
7
0
0
 
 

款
項

補
正

額

歳
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
合

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
計

9
9
0
,
8
3
9
,
7
2
0
 
 

1
6
,
5
0
1
,
4
5
8
 
 

8
,
5
5
3
,
4
8
0
 
 

1
,
3
7
4
,
2
0
1
 
 

8
1
,
7
6
1
,
2
3
5
 
 

6
,
6
8
5
,
4
9
2
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第
２
表
 
 
繰

越
明
許
費
補
正

事
業

名
金

額
千

円

3
健

康
福

祉
費

1
社

会
福

祉
費

民
間

障
害

者
自

立
支

援
施

設
の

整
備

補
助

6
市

民
経

済
費

4
産

業
費

国
際

会
議

場
へ

の
太

陽
光

発
電

設
備

の
設

置

9
消

防
費

1
消

防
費

消
防

車
両

の
購

入

1
0

教
育

費
2

小
学

校
費

校
内

通
信

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
整

備

地
上

デ
ジ

タ
ル

放
送

対
応

ア
ン

テ
ナ

の
設

置

校
舎

等
の

大
規

模
改

造

太
陽

光
発

電
設

備
の

設
置

3
中

学
校

費
校

内
通

信
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

整
備

地
上

デ
ジ

タ
ル

放
送

対
応

ア
ン

テ
ナ

の
設

置

校
舎

等
の

大
規

模
改

造

太
陽

光
発

電
設

備
の

設
置

4
高

等
学

校
費

地
上

デ
ジ

タ
ル

放
送

対
応

ア
ン

テ
ナ

の
設

置

5
幼

稚
園

費
地

上
デ

ジ
タ

ル
放

送
対

応
ア

ン
テ

ナ
の

設
置

6
特

別
支

援
学

校
費

校
内

通
信

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
整

備

地
上

デ
ジ

タ
ル

放
送

対
応

ア
ン

テ
ナ

の
設

置

太
陽

光
発

電
設

備
の

設
置

8
5
2
,
0
0
0
 
 

7
0
4
,
3
3
3
 
 

款
項

1
3
9
,
9
6
4
 
 

7
2
,
8
0
0
 
 

4
3
3
,
5
3
8
 
 

2
,
7
5
9
,
7
2
0
 
 

4
2
0
,
0
0
0
 
 

3
9
2
,
0
0
0
 
 

1
8
4
,
3
7
1
 
 

4
9
1
,
4
2
0
 
 

6
0
,
0
0
0
 
 

2
5
,
6
2
0
 
 

6
0
,
0
0
0
 
 

2
1
,
7
6
8
 
 

1
6
,
0
0
0
 
 

7
,
3
2
0
 
 

45



第
３
表

  
債

務
負

担
行
為

補
正

限
度

額
千

円

大
高

西
部

ポ
ン

プ
所

の
電

気
設

備
更

新
工

事
平

成
2
2
年

度
か

ら
平

成
2
3
年

度
ま

で

小
学

校
新

設
の

実
施

設
計

平
成

2
2
年

度

総
合

体
育

館
レ

イ
ン

ボ
ー

ア
イ

ス
ア

リ
ー

ナ
の

製
氷

設
備

工
事

平
成

2
2
年

度

事
項

期
間

25
0
,
0
0
0 

 

10
,
0
0
0 

 

30
0
,
0
0
0 

 

限
度

額

老
人

福
祉

施
設

整
備

費
普

通
貸

借
又

年
5
.
0
％

以
内

は
証

券
発

行
（

た
だ

し
､
利

率
見

直
し

方
式

で
借

り
入

れ
る

政
府

資
金

及
び

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

資
金

に
つ

い
て

、
利

率
の

見
直

し
を

行
っ

た
後

に
お

い
て

は
、

当
該

見
直

し
後

の
利

率
）

起
債

年
度

よ
り

据
置

期
間

を
ふ

く
め

、
4
0
年

度
間

以
内

に
毎

年
元

利
も

し
く

は
元

金
均

等
の

方
法

に
よ

り
、

又
は

満
期

日
に

元
金

を
一

括
し

て
償

還
す

る
。

た
だ

し
、

財
政

の
都

合
に

よ
り

据
置

期
間

及
び

償
還

期
限

を
短

縮
し

、
も

し
く

は
繰

上
償

還
又

は
借

換
え

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
政

府
資

金
を

借
り

入
れ

る
場

合
は

、
そ

の
融

資
条

件
に

よ
る

。

償
 
 
 
 
 
 
 
還

 
 
 
 
 
 
 
の

 
 
 
 
 
 
 
方

 
 
 
 
 
 
 
法

起
債

の
目

的
起

債
の

方
法

利
率

1
0
,
0
0
0

第
４

表
 
 
地
方

債
補
正

千
円

 
 
１

 
 
追
 
 
加

 
 
分
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限
度

額
限

度
額

公
共

土
木

事
業

費
普

通
貸

借
又

年
5
.
0
％

以
内

起
債

年
度

よ
り

据
置

期
間

を
ふ

く
め

、
4
0
年

度
間

補
正

前
に

補
正

前
補

正
前

に
は

証
券

発
行

（
た

だ
し

､
利

率
見

直
以

内
に

毎
年

元
利

も
し

く
は

元
金

均
等

の
方

法
に

同
じ

に
同

じ
同

じ
し

方
式

で
借

り
入

れ
る

よ
り

、
又

は
満

期
日

に
元

金
を

一
括

し
て

償
還

す
政

府
資

金
及

び
地

方
公

る
。

た
だ

し
、

財
政

の
都

合
に

よ
り

据
置

期
間

及
共

団
体

金
融

機
構

資
金

び
償

還
期

限
を

短
縮

し
、

も
し

く
は

繰
上

償
還

又
に

つ
い

て
、

利
率

の
見

は
借

換
え

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
政

府
資

金
を

借
直

し
を

行
っ

た
後

に
お

り
入

れ
る

場
合

は
、

そ
の

融
資

条
件

に
よ

る
。

い
て

は
、

当
該

見
直

し
後

の
利

率
）

公
園

緑
地

整
備

費
同

 
 
上

同
上

同
上

同
 
 
上

同
上

同
 
 
上

義
務

教
育

施
設

同
 
 
上

同
上

同
上

同
 
 
上

同
上

同
 
 
上

整
備

費

高
等

学
校

整
備

費
同

 
 
上

同
上

同
上

同
 
 
上

同
上

同
 
 
上

幼
稚

園
整

備
費

同
 
 
上

同
上

同
上

同
 
 
上

同
上

同
 
 
上

特
別

支
援

学
校

同
 
 
上

同
上

同
上

同
 
 
上

同
上

同
 
 
上

整
備

費

1
0
,
0
0
0

1
,
0
8
4
,
0
0
0

2
,
0
4
5
,
0
0
0

4
1
9
,
0
0
0

4
2
2
,
0
0
0

起
債

の
目

的
補

正
前

 
 
２
 
 
変
 
 
更
 
 
分

7
,
0
0
0

起
債

の
方

法

2
1
,
6
7
4
,
0
0
0

2
1
,
0
8
7
,
0
0
0

起
債

の
方

法
償

還
の

方
法

6
,
0
0
0

1
8
,
0
0
0補

正
後

千
円

償
還

の
方

法
千
円

利
率

利
率

3
,
4
6
2
,
0
0
0

3
,
5
0
5
,
0
0
0
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平
成
2
1
年
度
名
古
屋
市
国
民
健
康
保

険
特

別
会

計
の

補
正

予
算

（
第

１
号

）
は

、
次

に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

 
 
（
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
）

第
１
条
 
 
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
の
款

項
の

区
分

及
び

当
該

区
分

ご
と

の
金

額
並

び
に

補
正
後
の
歳
入
歳
出
予
算
の
金
額
は
、
「
第
１
表
歳
入

 
 
歳
出
予
算
補
正
」
に
よ
る
。

平
成

2
1
年

度
名

古
屋

市
国

民
健

康
保

険
特

別
会

計
補

正
予

算
（

第
１

号
）
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第
１
表
 
 
歳
入
歳
出
予
算
補
正

歳
 
 
 
 
入

補
正

前
の

額
千

円
千

円
計

千
円

1
国

民
健

康
保

険
収

入
 

1
保

険
料

△

3
国

庫
支

出
金

 

8
諸

収
入

 

2
繰

入
金

△

1
他

会
計

繰
入

金
△  

歳
 
 
 
 
出

補
正

前
の

額
千

円
千

円
計

千
円

1
国

民
健

康
保

険
費

 

1
事

業
費

  

4
4
,
4
1
7
,
2
0
5
 
 

5
6
,
8
4
1
,
6
4
1
 
 

2
1
,
9
5
1
,
4
1
2
 
 

2
1
,
9
5
1
,
4
1
2
 
 

補
正

額

補
正

額

2
8
,
5
8
9
 
 

－
 
 

1
,
9
9
1
 
 

2
0
2
,
9
6
2
,
2
5
5
 
 

2
0
2
,
9
6
2
,
2
5
5
 
 

－
 
 

歳
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
合

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
計

2
0
2
,
9
8
2
,
2
5
5
 
 

2
0
2
,
9
8
2
,
2
5
5
 
 

2
0
2
,
1
0
7
,
2
5
5
 
 

2
0
2
,
1
0
7
,
2
5
5
 
 

－
 
 

－
 
 

1
8
1
,
0
3
0
,
8
4
2
 
 

1
8
1
,
0
0
2
,
2
5
3
 
 

款
項

2
0
2
,
9
8
2
,
2
5
5
 
 

1
3
0
,
6
7
2
 
 

1
5
7
,
2
7
0
 
 

2
8
,
5
8
9
 
 

2
8
,
5
8
9
 
 

4
9
9
,
1
8
4
 
 

款
項

2
0
2
,
9
8
2
,
2
5
5
 
 

歳
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
入

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
合

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
計

5
6
,
9
7
2
,
3
1
3
 
 

3
4
1
,
9
1
4
 
 

2
1
,
9
8
0
,
0
0
1
 
 

2
1
,
9
8
0
,
0
0
1
 
 

4
4
,
4
1
5
,
2
1
4
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平
成
2
1
年
度
名
古
屋
市
公
債
特
別
会

計
の

補
正

予
算

（
第

１
号

）
は

、
次

に
定

め
る

と
こ
ろ
に
よ
る
。

 
 
（
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
）

第
１
条
 
 
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
に
歳

入
歳

出
そ

れ
ぞ

れ
1
,
8
1
3
,
0
0
0
千

円
を

追
加

し
、

歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
を
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ

 
 
6
3
2
,
5
5
4
,
4
4
8
千
円
と
す
る
。

２
 
 
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
の
款
項

の
区

分
及

び
当

該
区

分
ご

と
の

金
額

並
び

に
補

正
後

の
歳
入
歳
出
予
算
の
金
額
は
、
「
第
１
表
歳
入
歳
出

 
 
予
算
補
正
」
に
よ
る
。

平
成

2
1
年

度
名

古
屋

市
公

債
特

別
会

計
補

正
予

算
（

第
１

号
）
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第
１
表
 
 
歳
入
歳
出
予
算
補
正

歳
 
 
 
 
入

補
正

前
の

額
千

円
千

円
計

千
円

1
公

債
 

1
公

債
  

歳
 
 
 
 
出

補
正

前
の

額
千

円
千

円
計

千
円

1
繰

出
金

 

1
起

債
額

繰
出

  

款
項

6
3
0
,
7
4
1
,
4
4
8
 
 

歳
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
入

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
合

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
計

2
8
2
,
8
7
8
,
0
0
0
 
 

2
8
4
,
6
9
1
,
0
0
0
 
 

2
8
4
,
6
9
1
,
0
0
0
 
 

2
8
2
,
8
7
8
,
0
0
0
 
 

款
項

6
3
2
,
5
5
4
,
4
4
8
 
 

1
9
9
,
4
8
8
,
0
0
0
 
 

2
0
1
,
3
0
1
,
0
0
0
 
 

1
,
8
1
3
,
0
0
0
 
 

歳
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
合

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
計

6
3
0
,
7
4
1
,
4
4
8
 
 

6
3
2
,
5
5
4
,
4
4
8
 
 

1
9
9
,
4
8
8
,
0
0
0
 
 

2
0
1
,
3
0
1
,
0
0
0
 
 

1
,
8
1
3
,
0
0
0
 
 

1
,
8
1
3
,
0
0
0
 
 

補
正

額

補
正

額

1
,
8
1
3
,
0
0
0
 
 

1
,
8
1
3
,
0
0
0
 
 

1
,
8
1
3
,
0
0
0
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（
総
　
則
）

 
 
 
第
１
条
 
 
平
成
2
1
年
度
名
古
屋
市
病
院

事
業

会
計

の
補

正
予

算
（

第
１

号
）

は
、

次
に

定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

 
 
 
 
 
（
収
益
的
収
入
及
び
支
出
）

 
 
 
第
２
条
 
 
平
成
2
1
年
度
名
古
屋
市
病
院

事
業

会
計

予
算

第
３

条
に

定
め

た
収

益
的

支
出

の
予

定
額
を
次
の
と
お
り
補
正
す
る
。

 
（

科
　
　
目

）
　

（
既

定
予

定
額

）
　

　
 
（

補
正
予
定
額
）
　

 
　
　
 
 
（
　
計
　
）
　

支
　
　
出

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
千

円
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
千
円

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
千
円

 
 
 
 
 
第

１
款

1
2
,
9
8
4
,
7
1
4

5
,
0
0
0

1
2
,
9
8
9
,
7
1
4

 
 
 
 
 
 
 
第

１
項

1
2
,
6
7
8
,
4
7
2

5
,
0
0
0

1
2
,
6
8
3
,
4
7
2

2
6
,
7
5
8
,
4
5
7

5
,
0
0
0

2
6
,
7
6
3
,
4
5
7

 
 
 
支
　
 
出
 
　
合
 
　
計平
成

2
1
年

度
名

古
屋

市
病

院
事

業
会

計
補

正
予

算
（

第
１

号
）

東
部

医
療

セ
ン

タ
ー

費

医
業

費
用
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（
総
　
則
）

 
 
 
第
１
条
 
 
平
成
2
1
年
度
名
古
屋
市
水
道

事
業

会
計

の
補

正
予

算
（

第
１

号
）

は
、

次
に

定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

 
 
 
 
 
（
資
本
的
収
入
及
び
支
出
）

 
 
 
第
２
条
 
 
平
成
2
1
年
度
名
古
屋
市
水
道

事
業

会
計

予
算

（
以

下
「

予
算

」
と

い
う

。
）

第
４

条
本
文
括
弧
書
中
「
2
0
,
6
3
3
,
7
8
7
千
円
」
を

 
 
 
 
 
「
2
0
,
6
5
6
,
7
8
7
千
円
」
に
改
め
、
資

本
的

収
入

及
び

支
出

の
予

定
額

を
次

の
と

お
り

補
正
す
る
。

（
科
　
　
目

）
　

（
既

定
予

定
額

）
　

　
 
（

補
正
予
定
額
）
　

 
　
　
 
 
（
　
計
　
）
　

収
　
　
入

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
千

円
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
千
円

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
千
円

 
 
 
 
 
第

１
款

7
,
6
0
6
,
5
8
3

4
7
7
,
0
0
0

8
,
0
8
3
,
5
8
3

 
 
 
 
 
 
 
第

１
項

5
,
0
0
0
,
0
0
0

7
6
,
0
0
0

5
,
0
7
6
,
0
0
0

 
 
 
 
 
 
 
第

３
項

1
1
7
,
0
0
0

4
0
1
,
0
0
0

5
1
8
,
0
0
0

支
　
　
出

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
千

円
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
千
円

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
千
円

 
 
 
 
 
第

１
款

2
8
,
2
4
0
,
3
7
0

5
0
0
,
0
0
0

2
8
,
7
4
0
,
3
7
0

 
 
 
 
 
 
 
第

１
項

1
7
,
0
6
3
,
6
6
1

5
0
0
,
0
0
0

1
7
,
5
6
3
,
6
6
1

資
本

的
支

出

建
設

改
良

費

平
成

2
1
年

度
名

古
屋

市
水

道
事

業
会

計
補

正
予

算
（

第
１

号
）

資
本

的
収

入

企
業

債

国
庫

補
助

金
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（
企
業
債
）

 
 
 
第
３
条
 
 
予
算
第
６
条
中
「
起
債
の

目
的

　
第

２
次

水
道

基
幹

施
設

整
備

費
に

あ
て

る
た

め
」
を
「
起
債
の
目
的
　
第
２
次
水
道
基
幹
施
設
整

 
 
 
 
 
備
費
及
び
第
２
次
配
水
管
網
整
備

費
に

あ
て

る
た

め
」

に
改

め
、

「
限

度
額

　
5
,
0
0
0
,
0
0
0
千
円
」
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

 
 
 
 
 
 
 
限
度
額
　
　
5
,
0
7
6
,
0
0
0
千

円

 
 
第
２
次
水
道

基
幹

施
設

整
備

費
 
 
 
 
5
,
0
4
5
,
6
0
0
千
円

 
 
第
２
次
配
水

管
網

整
備

費
 
 
 
 
 
 
 
3
0
,
4
0
0
千

円
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（
総
　
則
）

 
 
 
第
１
条
 
 
平
成
2
1
年
度
名
古
屋
市
下
水

道
事

業
会

計
の

補
正

予
算

（
第

１
号

）
は

、
次

に
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

 
 
 
 
 
（
収
益
的
収
入
及
び
支
出
）

 
 
 
第
２
条
 
 
平
成
2
1
年
度
名
古
屋
市
下
水

道
事

業
会

計
予

算
（

以
下

「
予

算
」

と
い

う
。

）
第

３
条
に
定
め
た
収
益
的
収
入
及
び
支
出
の
予
定
額
を

 
次
の
と
お
り
補
正
す
る
。

（
科
　
　
目

）
　

（
既

定
予

定
額

）
　

　
 
（

補
正
予
定
額
）
　

 
　
　
 
 
（
　
計
　
）
　

収
　
　
入

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
千

円
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
千
円

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
千
円

 
 
 
 
 
第

１
款

7
7
,
6
9
2
,
5
9
1

5
,
0
0
0

7
7
,
6
9
7
,
5
9
1

 
 
 
 
 
 
 
第

２
項

5
3
0
,
2
4
2

5
,
0
0
0

5
3
5
,
2
4
2

支
　
　
出

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
千

円
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
千
円

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
千
円

 
 
 
 
 
第

１
款

7
6
,
7
3
5
,
5
9
1

5
,
0
0
0

7
6
,
7
4
0
,
5
9
1

 
 
 
 
 
 
 
第

２
項

1
5
,
6
6
6
,
5
9
8

5
,
0
0
0

1
5
,
6
7
1
,
5
9
8

 
 
 
 
 
（

資
本
的
収
入
及
び
支
出
）

 
 
 
第

３
条
 
 
予
算
第
４
条
本
文
括
弧
書

中
「

4
1
,
3
8
1
,
2
2
9
千

円
」

を
「

4
1
,
3
8
6
,
2
2
9
千

円
」

に
改
め
、
資
本
的
収
入
及
び
支
出
の
予

定
額
を
次
の

 
と
お
り
補
正
す
る
。

平
成

2
1
年

度
名

古
屋

市
下

水
道

事
業

会
計

補
正

予
算

（
第

１
号

）

下
水

道
事

業
収

益

下
水

道
経

営
費

営
業

外
収

益

営
業

外
費

用
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（
科
　
　
目

）
　

（
既

定
予

定
額

）
　

　
 
（

補
正

予
定
額
）
　

 
　
　
 
 
（
　
計
　
）
　

収
　
　
入

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
千

円
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
千
円

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
千
円

 
 
 
 
 
第

１
款

3
9
,
7
4
8
,
2
4
2

8
4
5
,
0
0
0

4
0
,
5
9
3
,
2
4
2

 
 
 
 
 
 
 
第

１
項

2
5
,
4
9
3
,
0
0
0

1
1
8
,
0
0
0

2
5
,
6
1
1
,
0
0
0

 
 
 
 
 
 
 
第

２
項

1
2
,
3
9
9
,
9
5
0

7
2
7
,
0
0
0

1
3
,
1
2
6
,
9
5
0

支
　
　
出

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
千

円
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
千
円

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
千
円

 
 
 
 
 
第

１
款

8
1
,
1
3
1
,
6
6
5

8
5
0
,
0
0
0

8
1
,
9
8
1
,
6
6
5

 
 
 
 
 
 
 
第

１
項

4
7
,
9
4
0
,
0
9
0

8
5
0
,
0
0
0

4
8
,
7
9
0
,
0
9
0

 
 
 
 
 
（

企
業
債
）

 
 
 
第

４
条
 
 
予
算
第
６
条
中
「
限
度
額
2
5
,
5
1
9
,
0
0
0
千

円
」

を
「

限
度

額
2
5
,
6
3
7
,
0
0
0
千

円
」
に
改
め
、
「
下
水
道
事
業
建
設
費

 
2
5
,
4
9
3
,
0
0
0
千
円
」
を
「
下
水
道

事
業

建
設

費
2
5
,
6
1
1
,
0
0
0
千

円
」

に
改

め
る

。

資
本

的
収

入

企
業

債

国
庫

補
助

金

資
本

的
支

出

建
設

改
良

費
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名古屋市告示第 361 号 

 

   名古屋市中志段味特定土地区画整理組合の理事の住所変更の届出 

 

 土地区画整理法（昭和29年法律第 119 号）第29条第 1 項の規定により、名古

屋市中志段味特定土地区画整理組合から次の理事の住所変更の届出がありまし

た。 

 

  平成21年 7 月24日 

 

                 名古屋市長  河  村  た  か  し 

 

氏 名 変 更 前 の 住 所    変   更   後 の 住 所 

深 田 英 樹 名古屋市守山区大字中志 

段味字大屋敷1532番地 

  名古屋市守山区大字中志 

  段味字大屋敷1577番地 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

名古屋市住宅都市局開発調整部志段味総合整備推進室 
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名古屋市告示第 362 号 

 

   名古屋市戸田土地区画整理組合の換地処分公告 

 

 土地区画整理法（昭和29年法律第 119 号）第 103 条第 3 項の規定により、名

古屋市戸田土地区画整理組合から換地処分を行った旨の届出がありました。 

  

  平成21年 7 月24日 

 

名古屋市長  河  村  た か し  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名古屋市住宅都市局開発調整部区画整理課 
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名古屋市告示第 363号 
 
 
   都市公園の名称、位置及び区域並びに供用開始の期日の一部改正 

について 
 
 昭和52年名古屋市告示第38号（都市公園の名称、位置及び区域並びに供用開
始の期日）の一部を次のように改正します。 
 
  平成21年 7月24日  
 

名古屋市長  河  村  た か し  
 
 表中 
「 
鹿子公園 千種区平和公園二丁 

目 
図面千種43の 
区域 

昭和56年 4月 1日 

                                  」 
を 
「 
鹿子公園 千種区平和公園二丁 

目、徳川山町 6丁目 
図面千種43の 
 2の区域 

昭和56年 4月 1日 

                                  」 
に、 
「 
中蔵公園 中川区富田町大字戸 

田字中蔵 
図面中川88の 
区域 

昭和58年 4月 1日 

                                  」 
を 
「 
中蔵公園 中川区戸田明正二丁 

目 
図面中川88の 
区域 

昭和58年 4月 1日 

                                  」 
に、 
「 
富田公園 中川区富田町大字服 

部字鵜ノ首、字君矢 
田、大字春田字川原 

図面中川 148 
の 6の区域 

平成 7年 4月 1日 
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 割、字北甚兵衛浦、 
字新替、字大明神割、
字鍋鶴、字大明神屋 
敷 ､ 大字戸田字外戸、
字上新田、字中新田、
字下新田 

  

                                   」 
を 
「 
富田公園 
      

中川区富田町大字服 
部字鵜ノ首、字君矢 
田、大字春田字川原 
割、字北甚兵衛浦、 
字新替、字大明神割、
字鍋鶴、字大明神屋 
敷 ､ 戸田明正一丁目 

図面中川 148 
の 6の区域 

平成 7年 4月 1日 

                                  」 
に、 
「 
東米替公園 中川区富田町大字戸 

田字東米替 
図面中川 162 
の区域 

平成19年 3月 1日 

                                  」 
を 
「 
東米替公園 中川区戸田明正二丁 

目 
図面中川 162 
の区域 

平成19年 3月 1日 

                                  」 
に、 
「 
有松武路公 
園 

緑区武路町 図面緑 217の 
区域 

平成21年 3月31日 

                                  」 
を 
「 
有松武路公 
園 

緑区武路町 図面緑 217の 
区域 

平成21年 3月31日 

八ツ松東公 
園 

緑区鳴海町字八ツ松 図面緑 218の 
区域 

平成21年 7月25日 
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八ツ松西公 
園 

緑区鳴海町字八ツ松 図面緑 219の 
区域 

平成21年 7月25日 

                                    」 
に改めます。 
    
     附 則 
 この告示は、平成21年度 7月25日から施行します。 

 
 
 
名古屋市緑政土木局緑地部緑地管理課 
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名古屋市告示第 364号 
 
   中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援 

に関する法律による医療機関の指定 
 
中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法
律（平成 6年法律第30号）第14条第 4項において生活保護法（昭和25年法律第 
 144号）の規定の例によるとされた生活保護法第49条の規定により、同法によ
る医療を担当する機関として、次の医療機関を指定しました。 
 
  平成21年 7月24日 
 
                 名古屋市長  河  村  た か し 
 
 

医 療 機 関 名 所 在 地 指 定 年 月 日 

覚王山メンタルクリ
ニック 

名古屋市千種区覚王山通 9丁目18
番地 

平成21年 5月 1日 

名古屋市医師会北区
休日急病診療所 

名古屋市北区下飯田町 3丁目 3番
地の 2 

平成21年 3月26日 

横井耳鼻咽喉科 名古屋市北区鳩岡町 1丁目 5番地 平成21年 4月 1日 

クリニックロタージ
ェ 

名古屋市中区栄三丁目 4番22号 平成21年 5月 1日 

さくらクリニックみ
み・はな・のど 

名古屋市昭和区菊園町 1丁目 9番
地 

平成21年 4月 1日 

内科・糖尿病内科前
島医院 

名古屋市昭和区緑町 1丁目15番地
の 1 

平成21年 4月27日 

医療法人社団健翔会
わたなべ内科クリニ
ック 

名古屋市昭和区山手通 3丁目 9番
地の 1 

平成21年 4月 1日 

こでまりクリニック 
名古屋市守山区小幡二丁目 4番 7
号 

平成21年 6月 1日 

いかい内科クリニッ
ク 

名古屋市守山区白山四丁目1001番
地の 1 

平成21年 5月 1日 

藤田外科 名古屋市緑区境松二丁目 333番地 平成21年 4月 1日 

あおやま胃腸内科外
科 

名古屋市緑区鳴海町字大清水69番
地の11 

平成21年 5月 1日 
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あべ歯科クリニック 
名古屋市西区稲生町字杁先2200番
地の 132 

平成21年 5月 1日 

なでしこ歯科 名古屋市西区二方町40番地 平成21年 5月 1日 

しんデンタルクリニ
ック 

名古屋市西区幅下一丁目13番18号 平成21年 5月 1日 

日比野歯科医院 
名古屋市中村区名駅二丁目36番 6
号 

平成21年 5月 1日 

なかよう歯科 名古屋市中区金山四丁目 3番 7号 平成21年 4月 1日 

山口歯科 名古屋市昭和区村雲町17番26号 平成20年 4月 1日 

ふるた歯科クリニッ
ク 

名古屋市守山区大森三丁目 614番
地 

平成21年 4月 1日 

くるみ調剤薬局ささ
しま西店 

名古屋市中村区大正町 2丁目48番
地の 4 

平成21年 5月 1日 

こいで調剤薬局御器
所店 

名古屋市昭和区出口町 3丁目59番
地 

平成21年 5月 1日 

いぶき調剤薬局春田
店 

名古屋市中川区春田五丁目 102番
地 

平成21年 4月 1日 

もろのき調剤薬局 
名古屋市緑区鳴海町字大清水69番
地の78 

平成21年 5月 8日 

くるみ調剤薬局みど
り区役所前店 

名古屋市緑区青山三丁目24番地 平成21年 5月 7日 

スカイ調剤薬局香南
店 

名古屋市名東区香南一丁目 501番
地の 1 

平成21年 5月13日 

泉訪問看護ステーシ
ョン 

名古屋市中区栄三丁目11番31号 平成21年 5月 1日 

訪問看護キープオン 
名古屋市緑区姥子山一丁目 610番
地 

平成21年 3月 1日 

 
名古屋市健康福祉局障害福祉部障害企画課 
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名古屋市告示第 365号 
 
   中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援 

に関する法律による施術者の指定 
 
中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法
律（平成 6年法律第30号）第14条第 4項において生活保護法（昭和25年法律第 
 144号）の規定の例によるとされた生活保護法第55条において準用する同法第
49条の規定により、同法による施術を担当する者として、次の施術者を指定し
ました。 
 
  平成21年 7月24日 
 
                 名古屋市長  河  村  た か し 
 

施 術 者 名 

施 術 所 名 
所     在     地 指 定 年 月 日 

船橋 徹至 

銭田治療院 
名古屋市中区新栄三丁目18番 7号 平成21年 5月 1日 

廣角 将旭 

アクティブ名西鍼灸
マッサージ治療院 

名古屋市西区中沼町 100番地 平成21年 5月20日 

遠山 真次 

遠山 真次 

名古屋市港区港楽一丁目 1番 1－ 
 307号 

平成21年 5月18日 

大塚 信二 

やすらぎの手治療院 

名古屋市昭和区山手通 5丁目18番
地の 4 

平成21年 5月18日 

水野 正裕 

西成接骨院 

一宮市西大海道字郷前45番地 平成21年 5月 1日 

 
名古屋市健康福祉局障害福祉部障害企画課 
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名古屋市告示第 366号 
 
   中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援 

に関する法律による指定介護機関の変更 
 
中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法
律（平成 6年法律第30号）第14条第 4項において生活保護法（昭和25年法律第 
 144号）の規定の例によるとされた生活保護法第54条の 2第 4項の規定におい
て準用する同法第50条の 2の規定により、同法による指定介護機関から、次の
とおり変更の届出がありました。 
 
平成21年 7月24日 

 
                 名古屋市長  河  村  た か し 
 
1 通所介護 

新  デイサービスセンターのぞみ希望ヶ丘 
名   称 

旧  デイサービスセンター希望のぞみ 

所 在 地 名古屋市千種区富士見台 4丁目 100番地 

変更年月日 平成20年 6月 1日 

 
 

名古屋市健康福祉局障害福祉部障害企画課 

65



名古屋市告示第 367号 

 

   名古屋市旧川上貞奴邸及び名古屋市文化のみち橦木館の開館時間 

の変更について 

 

名古屋市旧川上貞奴邸条例施行細則（平成16年名古屋市規則第92号）第 2条

の 2第 1項及び名古屋市文化のみち橦木館条例施行細則（平成20年名古屋市規

則第 131号）第 3条第 1項の規定により、次のように開館時間を変更します。 

 

  平成21年 7月24日 

 

名古屋市長  河  村  た か し  

 

1 施設の名称 

名古屋市旧川上貞奴邸 

  名古屋市文化のみち橦木館 

 

2 変更内容 

平成21年 8月 8日（土）の開館時間について、「午前10時から午後 5時ま

で」を「午前10時から午後 8時まで」に変更します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名古屋市住宅都市局都市計画部都市景観室 
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名古屋市告示第 368号 
 
   生活保護法による指定医療機関の廃止 
 
生活保護法（昭和25年法律第 144号）第50条の 2の規定により、同法による

指定医療機関から、次のとおり廃止の届出がありました。 
 
  平成21年 7月24日 
 
                 名古屋市長  河  村  た か し 
 

医 療 機 関 名 所     在     地 廃 止 年 月 日 

葛谷眼科院 名古屋市中区栄一丁目 7番13号 平成21年 3月31日 

八事眼科 
名古屋市昭和区広路町字石坂 2番
地の 1 

平成21年 1月31日 

八事眼科 
名古屋市昭和区広路町字石坂 2番
地の 1 

平成21年 2月28日 

すみ産婦人科 名古屋市熱田区玉の井町12番 5号 平成17年 9月 1日 

カナレサージカルク
リニック名古屋腰痛
治療センター 

名古屋市名東区文教台一丁目 231
番地 

平成21年 3月20日 

ケアプラスクリニッ
ク 

名古屋市名東区西山本通 1丁目11
番地 

平成21年 2月28日 

くすのき調剤薬局 名古屋市北区会所町 226番地 平成21年 2月28日 

繁栄堂薬局平中店 名古屋市西区平中町 356番地 平成21年 2月28日 

株式会社石川薬局 
名古屋市昭和区白金一丁目 6番 5
号 

平成21年 3月31日 

いぶき調剤薬局春田
店 

名古屋市中川区春田五丁目 102番
地 

平成21年 1月31日 

 
名古屋市健康福祉局生活福祉部保護課 
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名古屋市告示第 369号 
 
   生活保護法による医療機関の指定 
 
生活保護法（昭和25年法律第 144号）第49条の規定により、同法による医療
を担当する機関として、次の医療機関を指定しました。 
 
  平成21年 7月24日 
 
                 名古屋市長  河  村  た か し 
 
 

医 療 機 関 名 所 在 地 指 定 年 月 日 

愛こころのクリニッ
ク 

名古屋市北区黒川本通 2丁目17番
地 

平成21年 4月 1日 

八事眼科 
名古屋市昭和区広路町字石坂 2番
地の 1 

平成21年 2月 1日 

武田ハートクリニッ
ク 

名古屋市緑区鳴海町字熊ノ前12番
地の 139 

平成21年 3月 3日 

ケアプラスクリニッ
ク 

名古屋市名東区西山本通 1丁目11
番地 

平成21年 3月 1日 

わたなべメンタルク
リニック 

名古屋市名東区藤が丘 141番地 平成21年 4月 1日 

八事眼科 名古屋市天白区音聞山1002番地 平成21年 3月 1日 

げんき堂薬局庄内店 
名古屋市西区笠取町 4丁目 108番
地 

平成21年 3月 1日 

いぶき調剤薬局春田
店 

名古屋市中川区春田五丁目 102番
地 

平成21年 2月 1日 

チューリップ薬局平
針店 

名古屋市天白区向が丘二丁目1107
番地 

平成21年 4月 1日 

 
名古屋市健康福祉局生活福祉部保護課 
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名古屋市告示第 370号 
 
   生活保護法による指定施術者の廃止 
 
生活保護法（昭和25年法律第 144号）第55条において準用する同法第50条の 
 2の規定により、同法による指定施術者から、次のとおり廃止の届出がありま
した。 
 
  平成21年 7月24日 
 
                 名古屋市長  河  村  た か し 
 

施 術 者 名 

施 術 所 名 
所     在     地 廃 止 年 月 日 

坂井 隆仁 

おおしま接骨院 

名古屋市守山区森孝一丁目1702番
地 

平成21年 3月31日 

 
名古屋市健康福祉局生活福祉部保護課 
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名古屋市告示第 371号 
 
   生活保護法による施術者の指定 
 
生活保護法（昭和25年法律第 144号）第55条において準用する同法第49条の 
規定により、同法による施術を担当する者として、次の施術者を指定しました。 
 
  平成21年 7月24日 
 
                 名古屋市長  河  村  た か し 
 

施 術 者 名 

施 術 所 名 
所     在     地 指 定 年 月 日 

村瀬 貞ニ 

柏田治療院 

名古屋市千種区法王町 2丁目 3番
地 

平成21年 3月10日 

三宅 長利 

マッサージハリゆた
か治療院 

名古屋市中川区小本本町 3丁目53
番地 

平成21年 3月 9日 

神戸 政樹 

たろう鍼灸院 
名古屋市中川区春田五丁目41番地 平成21年 3月24日 

松川 昌史 

松川鍼灸マッサージ
治療院 

名古屋市天白区中平四丁目 214番
地 

平成21年 3月 4日 

村雲 大輔 

村雲鍼灸接骨院 
名古屋市南区泉楽通 3丁目10番地 平成21年 3月 2日 

 
名古屋市健康福祉局生活福祉部保護課 
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名古屋市告示第 372号 
 
   生活保護法による指定医療機関の廃止 
 
生活保護法（昭和25年法律第 144号）第50条の 2の規定により、同法による

指定医療機関から、次のとおり廃止の届出がありました。 
 
  平成21年 7月24日 
 
                 名古屋市長  河  村  た か し 
 

医 療 機 関 名 所     在     地 廃 止 年 月 日 

かとう皮膚科内科 名古屋市東区代官町12番10号 平成21年 3月31日 

スカイル内科 名古屋市中区栄三丁目 4番 5号 平成15年 3月31日 

鈴木内科小児科医院 
名古屋市瑞穂区神前町 2丁目36番
地の 2 

平成21年 3月31日 

安藤医院 
名古屋市中川区荒子町字大門西46
番地 

平成21年 3月31日 

医療法人済美会石川
病院 

名古屋市南区鳥栖一丁目15番28号 平成21年 3月31日 

岩見耳鼻咽喉科医院 
名古屋市天白区土原三丁目1202番
地 

平成21年 3月31日 

合資会社宮地薬局 名古屋市守山区廿軒家 7番10号 平成21年 3月26日 

名古屋処方箋調剤薬
局平針店 

名古屋市天白区向が丘二丁目1212
番地 

平成21年 3月19日 

 
名古屋市健康福祉局生活福祉部保護課 
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名古屋市告示第 373号 
 
   生活保護法による医療機関の指定 
 
生活保護法（昭和25年法律第 144号）第49条の規定により、同法による医療
を担当する機関として、次の医療機関を指定しました。 
 
  平成21年 7月24日 
 
                 名古屋市長  河  村  た か し 
 
 

医 療 機 関 名 所 在 地 指 定 年 月 日 

整形外科京命クリニ
ック 

名古屋市千種区京命二丁目 8番21
号 

平成21年 4月 1日 

ココカラウィメンズ
クリニック 

名古屋市東区泉一丁目23番37号 平成21年 3月31日 

かとう皮膚科 名古屋市東区代官町12番10号 平成21年 4月 1日 

医療法人日清会清里
記念クリニック 

名古屋市西区二方町40番地 平成21年 4月13日 

クリスタルアイクリ
ニック 

名古屋市西区二方町40番地 平成21年 4月 1日 

さかえ第一クリニッ
ク 

名古屋市中区新栄町 2丁目13番地 平成21年 4月 6日 

医療法人順秀会スカ
イル内科 

名古屋市中区栄三丁目 4番 5号 平成15年 4月 1日 

すずきクリニック 
名古屋市瑞穂区神前町 2丁目36番
地の 2 

平成21年 4月 1日 

安藤医院 
名古屋市中川区荒子町字大門西46
番地 

平成21年 4月 1日 

医療法人済美会石川
クリニック 

名古屋市南区鳥栖一丁目15番28号 平成21年 4月 1日 

高針台整形外科クリ
ニック 

名古屋市名東区高針台二丁目 103
番地 

平成21年 4月 8日 

ジャスコワンダーシ
ティ店薬局 

名古屋市西区二方町40番地 平成21年 4月 1日 

あおい薬局栄店 名古屋市中区栄三丁目 4番 105号 平成21年 4月 1日 
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くるみ調剤薬局みな
み店 

名古屋市南区豊田二丁目 5番21号 平成21年 4月 1日 

有限会社ひまわり薬
局大永寺店 

名古屋市守山区永森町 341番地 平成21年 4月 1日 

調剤薬局藥房 
名古屋市緑区有松町大字有松字往
環北 135番地 

平成21年 4月 1日 

ナースステーション
一休 

名古屋市南区柵下町 1丁目 3番地 平成21年 4月 1日 

 
名古屋市健康福祉局生活福祉部保護課 
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名古屋市告示第 374号 
 
   生活保護法による指定施術者の廃止 
 
生活保護法（昭和25年法律第 144号）第55条において準用する同法第50条の 
 2の規定により、同法による指定施術者から、次のとおり廃止の届出がありま
した。 
 
  平成21年 7月24日 
 
                 名古屋市長  河  村  た か し 
 

施 術 者 名 

施 術 所 名 
所     在     地 廃 止 年 月 日 

河津 孝一 

治療院健塾 

名古屋市瑞穂区八勝通 1丁目 8番
地の 1 

平成21年 3月 1日 

中山 義之 

村雲接骨院 
名古屋市南区泉楽通 3丁目10番地 平成19年 7月31日 

六郷 浩庸 

六郷接骨院 
知多市清水が丘 2丁目1001番地 平成21年 3月31日 

 
名古屋市健康福祉局生活福祉部保護課 
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名古屋市告示第 375号 
 
   生活保護法による施術者の指定 
 
生活保護法（昭和25年法律第 144号）第55条において準用する同法第49条の 
規定により、同法による施術を担当する者として、次の施術者を指定しました。 
 
  平成21年 7月24日 
 
                 名古屋市長  河  村  た か し 
 

施 術 者 名 

施 術 所 名 
所     在     地 指 定 年 月 日 

森川 弘國 

森川あん摩治療院 
名古屋市北区金城一丁目 2番 平成21年 4月22日 

平山 博之 

平山マッサージ治療
院 

名古屋市中村区新富町 3丁目 6番 
7 号 

平成21年 4月 1日 

田中 学 

治療院たなか 
名古屋市緑区兵庫二丁目 905番地 平成21年 4月 8日 

中山 義之 

なかやま接骨院 

名古屋市瑞穂区亀城町 5丁目 5番
地の 2 

平成21年 3月30日 

笹野 博嗣 

せっこついん荒子２
ｎｄ 

名古屋市中川区荒子一丁目 209番
地 

平成21年 3月27日 

内藤 康貴 

せっこついん荒子２
ｎｄ 

名古屋市中川区荒子一丁目 209番
地 

平成21年 4月 1日 
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前田 和弘 

コツコツ接骨院 

春日井市六軒屋町 5丁目 158番地
の 2 

平成21年 3月24日 

密山 俊 

あおい接骨院 
春日井市六軒屋町 1丁目52番地 平成21年 4月 1日 

臼井 久知 

うすい接骨院 

名古屋市名東区猪子石原二丁目
1212番地 

平成21年 4月 8日 

 
名古屋市健康福祉局生活福祉部保護課 
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名古屋市告示第 376号 

 

   有料公園施設の供用時間の変更について 

 

 名古屋市都市公園条例施行細則（昭和34年名古屋市規則第14号）第 6条第 2

項の規定により、次のとおり有料公園施設の供用時間を変更します。 

 

  平成21年 7月24日 

 

名古屋市長  河  村  た か し   

 

 1  有料公園施設の名称 

  東山公園  動植物園（ただし、植物園全域及び動物園一部区域を除く。） 

        正門前駐車場、北園門前駐車場、植物園東駐車場、上池駐車 

場、動物園西駐車場、緑橋下駐車場及び展望塔前駐車場 

 2  変更内容 

名  称 
供用時間を

変更する日 
供用時間 

動植物園 午前 9時から午後 8時まで 

正門前駐車場 

北園門前駐車場 

植物園東駐車場 

上池駐車場 

動物園西駐車場 

緑橋下駐車場（東山公園） 

午前 8時45分から午後 8時 

30分まで 

展望塔前駐車場（東山公園） 

平成21年 8

月 7日、同

月 8日、同

月 9日、同

月14日、同

月15日及び

同月16日 午前 8時45分から午後 8時 

まで 

 

名古屋市緑政土木局緑地部緑地管理課 
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名古屋市達第30号 

 

           子ども青少年局 

青少年交流プラザ 

 

職員の勤務時間の特例等に関する規程（昭和49年名古屋市達第 8号）の一部

を次のように改正する。 

 

  平成21年 7 月24日 

 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

 

 別表子ども青少年局青少年交流プラザの項中 

                  

                    

「 

Ｂ  午後 1 時15分から午

後 9 時45分まで 

45  

             」 

 

 

に改める。 

 

附 則 

 この達は、平成21年 7 月27日から施行する。 

Ｂ  午後 1 時15分から午

後 9 時45分まで 

45  

Ｃ  午後 0 時から午後10

時30分まで及び翌日

の午前 6 時30分から

午後 0 時45分まで 

75  

 
を 

「 

」 
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名古屋市教育委員会告示第 22 号 

 

名古屋市立小学校の通学区域の変更について 

 

名古屋市立鳴海東部小学校及び名古屋市立大清水小学校の通学区域の変更に

ついて次のように定め、平成22年 4 月 1 日から施行します。 

 

  平成21年 7月23日 

 

              名古屋市教育委員会委員長 後 藤 澄 江  

 

 

次の区域を名古屋市立鳴海東部小学校の通学区域から除き、名古屋市立大清

水小学校の通学区域に加える。 

 

 名古屋市緑区鳴海町字大清水69番 228の一部、69番 269の一部、69番2099

の一部、69番2191の一部、69番2194～69番2197、字水広下 115番 1の一部、 1

15番 2、 115番 3の一部、 115番 4～ 115番 6、 115番 7の一部、 115番 8の

一部、 115番 9、 115番21～ 115番24、 115番28の一部、 115番30～ 115番32、

 115番34、 116番 1～ 116番 8、 117番の一部、 118番 1～ 118番 2、 119番

 1～ 119番 4、 120番 1、 120番 2の一部、 120番 3、 120番 4の一部、 121

番 1、 121番 2の一部、 121番 3、 121番 4の一部、 121番 6の一部、 121番

13～ 121番14、 121番16～ 121番45、 122番 4～ 122番 7、 122番14、 122番

16～ 122番21、 122番22の一部、 122番23～ 122番25、 122番27～ 122番35、

 122番36の一部、 122番40、 122番42～ 122番43、 122番45～ 122番49、 123

番13の一部、 123番20～ 123番25、 123番27の一部、 123番51の一部、 123番

61～ 123番62、 123番64、 123番66、 123番74、 123番75の一部、 123番99～

 123番 100、 123番 151～ 123番 152、 123番 158の一部、 123番 159、 123

番 160の一部、 123番 161の一部、 123番 162の一部、123番 163の一部 
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79



   大規模小売店舗立地法による大規模小売店舗の変更の届出の公告 

 

 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第 6条第 1項の規定により大

規模小売店舗の変更の届出がなされましたので、同条第 3項において準用する

同法第 5条第 3項の規定により次のとおり公告します。 

 

  平成21年 7月23日 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

 

 1 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  株式会社西友御器所店 

  名古屋市昭和区塩付通 3丁目 1番地 

  

2 変更した事項 

 (1) 大規模小売店舗を設置する者の代表者の氏名 

代表者の氏名 
設置者 

変更前 変更後 
㈱西友 代表執行役 エドワード・

ジェームズ・カレジェッス
キー 

代表取締役 エドワード・
ジェームズ・カレジェッス
キー 

 (2) 大規模小売店舗において小売業を行う者の代表者の氏名 

代表者の氏名 
小売業者 

変更前 変更後 
㈱西友 代表執行役 エドワード・

ジェームズ・カレジェッス
キー 

代表取締役 エドワード・
ジェームズ・カレジェッス
キー 

 

3 変更の日 

  平成20年11月17日 

 

 4 変更した理由 

  設置者及び小売業者の代表者の役職名変更のため 
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 5 届出の日 

  平成21年 7月14日 

  

 6 届出書の縦覧場所 

  名古屋市市民経済局産業部地域商業課（名古屋市役所本庁舎 5階） 

  

7 届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯 

平成21年 7月23日から平成21年11月24日まで。ただし、日曜日、土曜日及

び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第 178号）に規定する休日を除き

ます。 

午前 8時45分から午後 5時00分まで 

 

 8 大規模小売店舗立地法第 8条第 2項の規定に基づき、この大規模小売店舗

を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のために配慮すべき事項に

ついて意見を有する者は、この公告の日から 4月以内に、名古屋市に対し意

見書の提出によりこれを述べることができます。 

  

 9 意見書の提出期限及び提出先 

  平成21年11月24日  名古屋市市民経済局産業部地域商業課 

 

                  名古屋市市民経済局産業部地域商業課 
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   大規模小売店舗立地法による大規模小売店舗の変更の届出の公告 

 

 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第 6条第 1項の規定により大

規模小売店舗の変更の届出がなされましたので、同条第 3項において準用する

同法第 5条第 3項の規定により次のとおり公告します。 

 

  平成21年 7月23日 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

 

 1 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  西友熱田三番町店 

  名古屋市熱田区三番町 212番 外 5筆 

  

2 変更した事項 

 (1) 大規模小売店舗を設置する者の代表者の氏名 

代表者の氏名 
設置者 

変更前 変更後 
㈱西友 代表執行役 エドワード・

ジェームズ・カレジェッス
キー 

代表取締役 エドワード・
ジェームズ・カレジェッス
キー 

 (2) 大規模小売店舗において小売業を行う者の代表者の氏名 

代表者の氏名 
小売業者 

変更前 変更後 
㈱西友 代表執行役 エドワード・

ジェームズ・カレジェッス
キー 

代表取締役 エドワード・
ジェームズ・カレジェッス
キー 

 

3 変更の日 

  平成20年11月17日 

 

 4 変更した理由 

  設置者及び小売業者の代表者の役職名変更のため 

 

82



 5 届出の日 

  平成21年 7月14日 

  

 6 届出書の縦覧場所 

  名古屋市市民経済局産業部地域商業課（名古屋市役所本庁舎 5階） 

  

7 届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯 

平成21年 7月23日から平成21年11月24日まで。ただし、日曜日、土曜日及

び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第 178号）に規定する休日を除き

ます。 

午前 8時45分から午後 5時00分まで 

 

 8 大規模小売店舗立地法第 8条第 2項の規定に基づき、この大規模小売店舗

を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のために配慮すべき事項に

ついて意見を有する者は、この公告の日から 4月以内に、名古屋市に対し意

見書の提出によりこれを述べることができます。 

  

 9 意見書の提出期限及び提出先 

  平成21年11月24日  名古屋市市民経済局産業部地域商業課 

 

                  名古屋市市民経済局産業部地域商業課 
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   大規模小売店舗立地法による大規模小売店舗の変更の届出の公告 

 

 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第 6条第 1項の規定により大

規模小売店舗の変更の届出がなされましたので、同条第 3項において準用する

同法第 5条第 3項の規定により次のとおり公告します。 

 

  平成21年 7月23日 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

 

 1 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  株式会社西友鳴海店 

  名古屋市緑区黒沢台四丁目 801番 外 4筆 

  

2 変更した事項 

 (1) 大規模小売店舗を設置する者の代表者の氏名 

代表者の氏名 
設置者 

変更前 変更後 
㈱西友 代表執行役 エドワード・

ジェームズ・カレジェッス
キー 

代表取締役 エドワード・
ジェームズ・カレジェッス
キー 

 (2) 大規模小売店舗において小売業を行う者の代表者の氏名 

代表者の氏名 
小売業者 

変更前 変更後 
㈱西友 代表執行役 エドワード・

ジェームズ・カレジェッス
キー 

代表取締役 エドワード・
ジェームズ・カレジェッス
キー 

 

3 変更の日 

  平成20年11月17日 

 

 4 変更した理由 

  設置者及び小売業者の代表者の役職名変更のため 

 

84



 5 届出の日 

  平成21年 7月14日 

  

 6 届出書の縦覧場所 

  名古屋市市民経済局産業部地域商業課（名古屋市役所本庁舎 5階） 

  

7 届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯 

平成21年 7月23日から平成21年11月24日まで。ただし、日曜日、土曜日及

び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第 178号）に規定する休日を除き

ます。 

午前 8時45分から午後 5時00分まで 

 

 8 大規模小売店舗立地法第 8条第 2項の規定に基づき、この大規模小売店舗

を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のために配慮すべき事項に

ついて意見を有する者は、この公告の日から 4月以内に、名古屋市に対し意

見書の提出によりこれを述べることができます。 

  

 9 意見書の提出期限及び提出先 

  平成21年11月24日  名古屋市市民経済局産業部地域商業課 

 

                  名古屋市市民経済局産業部地域商業課 
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   大規模小売店舗立地法による大規模小売店舗の変更の届出の公告 

 

 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第 6条第 1項の規定により大

規模小売店舗の変更の届出がなされましたので、同条第 3項において準用する

同法第 5条第 3項の規定により次のとおり公告します。 

 

  平成21年 7月23日 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

 

 1 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  株式会社西友高針店 

  名古屋市名東区牧の里一丁目 401番 外 3筆 

  

2 変更した事項 

 (1) 大規模小売店舗を設置する者の代表者の氏名 

代表者の氏名 
設置者 

変更前 変更後 
㈱西友 代表執行役 エドワード・

ジェームズ・カレジェッス
キー 

代表取締役 エドワード・
ジェームズ・カレジェッス
キー 

 (2) 大規模小売店舗において小売業を行う者の代表者の氏名 

代表者の氏名 
小売業者 

変更前 変更後 
㈱西友 代表執行役 エドワード・

ジェームズ・カレジェッス
キー 

代表取締役 エドワード・
ジェームズ・カレジェッス
キー 

 

3 変更の日 

  平成20年11月17日 

 

 4 変更した理由 

  設置者及び小売業者の代表者の役職名変更のため 
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 5 届出の日 

  平成21年 7月14日 

  

 6 届出書の縦覧場所 

  名古屋市市民経済局産業部地域商業課（名古屋市役所本庁舎 5階） 

  

7 届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯 

平成21年 7月23日から平成21年11月24日まで。ただし、日曜日、土曜日及

び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第 178号）に規定する休日を除き

ます。 

午前 8時45分から午後 5時00分まで 

 

 8 大規模小売店舗立地法第 8条第 2項の規定に基づき、この大規模小売店舗

を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のために配慮すべき事項に

ついて意見を有する者は、この公告の日から 4月以内に、名古屋市に対し意

見書の提出によりこれを述べることができます。 

  

 9 意見書の提出期限及び提出先 

  平成21年11月24日  名古屋市市民経済局産業部地域商業課 

 

                  名古屋市市民経済局産業部地域商業課 
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   名古屋市上下水道局指定給水装置工事事業者の指定公告 

 

 名古屋市上下水道局指定給水装置工事事業者規程（平成12年名古屋市上下水

道局管理規程第54号）第 5条の規定により、次のように名古屋市上下水道局指

定給水装置工事事業者を指定したので、同規程第17条第 1号の規定により公告

する。 

 

  平成21年 7月24日 

 

            名古屋市上下水道局長  三  宅   勝  

 

指定した指定給水装置工事事業者 

指定番号 名  称 代表者 所 在 地 指定年月日 

第1143号 ㈲日祥技研 金原 規夫 愛知県岡崎市土井町

字西番城19番地 1 

平成21年 6月18日 

第1144号 ㈱竹内商会 竹内 良一 愛知県春日井市出川

町 2丁目31番地の 2 

平成21年 6月18日 
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   名古屋市上下水道局指定排水設備工事店の指定公告 

 

 名古屋市上下水道局指定排水設備工事店規程（平成12年名古屋市上下水道局

管理規程第61号）第 3条の規定により、次のように名古屋市上下水道局指定排

水設備工事店を指定したので、同規程第22条第 1項第 1号の規定により公告す

る。 

 

平成21年 7月24日 

 

            名古屋市上下水道局長  三  宅   勝 

 

指定した指定排水設備工事店 

指定番号 名  称 代表者 所 在 地 指定年月日 

第1136号 ㈱レクト名

古屋営業所 

松本 英隆 名古屋市中区新栄一

丁目31番15号 

平成21年 6月18日 

第1143号 ㈲日祥技研 金原 規夫 愛知県岡崎市土井町

字西番城19番地 1 

平成21年 6月18日 

第1144号 ㈱竹内商会 竹内 良一 愛知県春日井市出川

町 2丁目31番地の 2 

平成21年 6月18日 
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   名古屋市上下水道局指定給水装置工事事業者の廃止公告 

 

 名古屋市上下水道局指定給水装置工事事業者規程（平成12年名古屋市上下水

道局管理規程第54号）第 9条第 3項の規定により、名古屋市上下水道局指定給

水装置工事事業者から次のように事業の廃止の届出があったので、同規程第17

条第 2号の規定により公告する。 

 

  平成21年 7月24日 

 

            名古屋市上下水道局長  三  宅   勝 

 

事業を廃止した指定給水装置工事事業者 

指定番号 名  称 代表者 所 在 地 廃止年月日 

第 995号 ㈲ 吉 川 工

業所 

吉川 宏志 名古屋市北区元志

賀町 2丁目17番地 

平成21年 6月25日 
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   名古屋市上下水道局指定排水設備工事店の廃止公告 

 

 名古屋市上下水道局指定排水設備工事店規程（平成12年名古屋市上下水道局

管理規程第61号）第 7条第 3項の規定により、名古屋市指定排水設備工事店か

ら次のように廃止の届出があったので、同規程第22条第 1項第 3号の規定によ

り公告する。 

 

  平成21年 7月24日 

 

            名古屋市上下水道局長  三  宅   勝 

 

事業を廃止した指定排水設備工事店 

指定番号 名  称 代表者 所 在 地 廃止年月日 

第 995号 ㈲吉川工

業所 

吉川 宏志 名古屋市北区元志賀

町 2丁目17番地 

平成21年 6月25日 
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   名古屋市上下水道局指定給水装置工事事業者の指定の取消し公告 

 

 名古屋市上下水道局指定給水装置工事事業者規程（平成12年名古屋市上下水

道局管理規程第54号）第15条の規定により、次のように名古屋市上下水道局指

定給水装置工事事業者の指定の取消しを行ったので、同規程第17条第 3号の規

定により公告する。 

 

  平成21年 7月24日 

 

            名古屋市上下水道局長  三  宅   勝 

 

指定を取り消した指定給水装置工事事業者 

指定番号 名  称 代表者 所 在 地 取消年月日 

第 604号 神田設備㈱ 神田 良雄 名古屋市北区生駒町 

5丁目96番地 

平成21年 6月25日 

第 908号 ㈲アスコム 鈴木 章仁 愛知県半田市宮本町 

3丁目 201番地の11 

平成21年 6月26日 

第 938号 ケイ・プラ

ンニング 

河合 毅 愛知県稲沢市下津町

銚子原20番地 2 

パールコートエルザ 

404 

平成21年 6月26日 
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   名古屋市上下水道局指定排水設備工事店の指定の取消し公告 

 

 名古屋市上下水道局指定排水設備工事店規程（平成12年名古屋市上下水道局

管理規程第61号）第 8条の規定により、次のように名古屋市上下水道局指定排

水設備工事店の指定の取消しを行ったので、同規程第22条第 1項第 4号の規定

により公告する。 

 

  平成21年 7月24日 

 

            名古屋市上下水道局長  三  宅   勝 

 

指定を取り消した指定排水設備工事店 

指定番号 名  称 代表者 所 在 地 取消年月日 

第 419号 西口設備工

業所 

西口 英利 名古屋市守山区小幡

宮ノ腰 6番17号 

平成21年 6月26日 

第 908号 ㈲アスコム 鈴木 章仁 愛知県半田市宮本町

3丁目 201番地の11 

平成21年 6月26日 

第 938号 ケイ・プラ

ンニング 

河合 毅 愛知県稲沢市下津町

銚子原20番地 2 

パールコートエルザ 

404 

平成21年 6月26日 
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